
 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1章 
 

学校研究概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和 8年 2月発行の研究紀要（冊子）をもとに最新の内容に修正している箇所があります 
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１．研究開発の概要 

（１）研究開発課題 

     知的障害特別支援学校における生活科・理科・社会科のカリキュラムモデルの創造 

－横断的で連続性のある学びを目指して－ 

 

（２）研究の概要 

①知的障害特別支援学校における教科別指導に関する現状と本研究の意義 

２０１７年改訂学習指導要領では各教科の目標及び内容について「育成を目指す資質・能力」として「知識及

び技能」「思考力、判断力、表現力等」「学びに向かう力、人間性等」の3つの柱で整理された（内閣府,2020）。

これは小学校、中学校、特別支援学校の各学習指導要領に共通している。一方で多くの「知的障害者である児童

生徒に対する教育を行う特別支援学校」（以後、“知的障害特別支援学校”とする）では、学校教育法施行規

則第 130条第 2項で示されている「領域・教科を合わせた指導（各教科等を合わせた指導）」（以後“合わせた

指導”とする）が教育課程の中核であり（木村・首藤,2024；全国特別支援学校知的障害教育校長会,2018）、

知的障害特別支援学校における教科別の指導実践の蓄積が求められている。 

研究１年次目（2022 年度）に実施した特別支援学校 84 校へのアンケート調査（付属資料１）においても、時

間割に教科別の指導を位置付けている学校は全体の 20％未満であったのに対して、合わせた指導として位置づ

けている学校は80％以上であることが示された（図１，２）。このような背景について山元ら（２０１８）は「学校の肥

大化、障害の重度化、教育的ニーズの多様化といった課題に対して『領域・教科等を合わせた指導』を教育課程

の中核に据えることで、児童生徒の実態に応じて、配当時間数や内容を工夫して対応している」ということを明ら

かにしている。なおこの調査結果について、公立特別支援学校高等部のみ教科別の指導が、合わせた指導よりも

高い結果となった（図３）。これは、菊地（2022）の「高等部単置の特別支援学校の増加やそれに伴う社会的・職

業的自立に向けた学科・コース等の設置が進んでおり、これらにおいては教科別の指導を中心とした教育課程が

多いことから、いくつかの教育課程のタイプごとの調査及び検討が必要であり、時数把握のみならず、実践を踏ま

えた検証が求められる」に合致するものであると考えている。このようなことから、知的障害特別支援学校におい

ても多様な学びの場の工夫の一つとして「類型別教育課程」が編成されていることに留意したい。 

 

図１ 小学部生活科の結果 

 

図 2 中学部理科の結果 

 

図３ 高等部社会科の結果 

 本報告書に記載されている内容は、学校教育法施行規則第 132 条の規定に基づき、教育課程の改善のた

めに文部科学大臣の指定を受けて実施した実証的研究です。 

 したがって、この研究内容のすべてが直ちに一般の学校における教育課程の編成・実施に適用できる性格の

ものでないことに留意してお読みください。 
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知的障害特別支援学校において教科別の指導に関するカリキュラム開発に取り組むことは「指導要録や個別

の指導計画の運用」（＝指導と評価に関するマネジメント）（遠山,2024）の推進の点でも意義があり、今後の知

的障害教育の発展や充実に寄与できるものである考えている。 

カリキュラム開発の対象教科については、先行して教科に関する研究開発に取り組む特別支援学校学校（表１）

や先行研究（表２）、そして生活科と他教科のつながりを踏まえ、生活科・理科・社会科を選定した。なお特別支援

学校学習指導要領では、生活科は小学部 6 年間、理科・社会科は小学部ではなく中学部と高等部に位置づけら

れていることから、本研究においても小学部＝生活科、中学部・高等部＝理科・社会科を対象としている。 

表１ 先行する文部科学省研究開発学校指定校（特別支援学校） 

学校名 研究開発課題 指定期間 

熊本県立 

ひのくに高等支援学校 

小学校等の教科の目標・内容を取り入れた特別支援学校（知的

障害）における効果的な指導に関する研究開発 

２０２０年度～ 

2024年度 

金沢大学人間社会学域

学校教育学類附属 

特別支援学校 

知的障害のある児童生徒に対する小学校国語科を基にした教育

課程の編成、指導方法及び学習評価の在り方について研究する 

２０２１年度～ 

2024年度 

※上記の研究開発課題は文部科学省「令和６年度研究開発実施報告書（要約）」より引用 

表２ 教科別の指導の実施率と理科・社会科に関する課題（今枝ら,２０２０）をもとに作成 

項目 調査結果や考察等 

小学部 

生活科 
体育科、音楽科、国語科、算数科といった教科別の指導よりも生活科の実施率が低い。 

中学部・高等部 

理科・社会科 

保健体育科、音楽科、国語科、数学科よりも理科と社会科が外国語科、情報科に次いで

低い。 

今後の課題 

「課題・問題解決活動」が中心となる理科・社会科は「思考力・判断力・表現力等」の

育成に必要な教科である一方で、知的障害のある児童・生徒への授業実践の蓄積が今

後の課題である。 

 

②本研究の目的・目標 

１９７６（昭和５１）年度から開始された研究開発学校制度は、内閣府（２０２０）において「教育課程の基準の改

善に資する実証的資料を得るため、学習指導要領等現行の教育課程の基準によらない教育課程の編成を認め、

新しい教育課程、指導方法について研究開発を行う」、また「文部科学省が示す『研究開発課題』や『研究開発

の視点の例』に基づき、各学校の創意工夫により研究開発課題を設定」とされている。 

本研究は先述した（２）①「教科別の指導（生活科・理科・社会科）」について、研究開発の特例である「新しい

教育課程、指導方法の開発」を行う。そして目指すカリキュラム（目的）は「インクルーシブ教育システム」（文部科

学省,２０１２）の推進に寄与するカリキュラムモデルの提案である（表３）。 

表３ 本研究の取り組み 

内容 知的障害特別支援学校「生活科・理科・社会科」の教科別指導に関するカリキュラム開発 

目的 インクルーシブ教育システムの推進に寄与するカリキュラムモデルの提案 

目標 研究成果物「学習指導要領草案（生活科・理科・社会科）」の作成 
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ここで我が国が目指すインクルーシブ教育システムの主な流れについて整理する（表 4）。特に 2022 年に行

われた国連による対日審査では日本の分離教育に対する改善勧告等が出されたところであるが、永岡文部科学

大臣（当時）は「多様な学びの場で行われている特別支援教育の中止は考えていないこと」「我が国のインクル

ーシブ教育の推進に努めること」を述べている（文部科学省,2022）。 

「多様な学びの場」は、通常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援学校であり、その連続性の確保

に向けた一層の取り組み（交流及び共同学習の充実から個別の教育的ニーズに応じた学びの場の提供まで）が

求められている（文部科学省,２０２１）。 

表 4 我が国のインクルーシブ教育システムに関する年表（一部） 

年 特別支援教育に関わる流れ、法令や資料等 

２００３（平成１5）年 「今後の特別支援教育の在り方について（最終報告）」 

２００６（平成１８）年 「障害者の権利に関する条約（障害者権利条約）」が国連総会で採択 

２００７（平成１９）年 特別支援教育の本格的実施（平成１８年３月学校教育法等の改正） 

２０１１（平成２3）年 「障害者基本法」の改正（交流及び共同学習の積極的推進） 

２０１２（平成２４）年 
「共生社会に向けたインクルーシブ教育システムの構築のための特別支援教育の推

進」（報告） 

２０１３（平成２５）年 「障害者差別解消法」の制定（２０１６年施行、合理的配慮の提供） 

２０１４（平成２６）年 「障害者の権利に関する条約（障害者権利条約）」に批准 

２０１７（平成２９）年 特別支援学校学習指導要領等の公示 

2022（令和４）年 障害者権利条約に関する国連による初の対日審査 

そしてインクルーシブ教育システムの一層の推進のための環境整備の一つが現行学習指導要領であり、学習

指導要領の中で小中学校と特別支援学校の各教科について、目標や内容の連続性が図られている。研究１年次

目の実践から、特に小学校と特別支援学校に目標や内容の連続性があることを明示でき（図４,５）、この点につ

いてさらに具体的に検討し、カリキュラムモデルを提案することに研究の意義があると考え、小学校との連続性に

焦点化した。 

なお、本研究は小学校教科と同一の目標・内容を知的障害特別支援学校で実施するというものではない。目

標等の連続性を整理・推進するという観点に立ち、先述の「本研究の取り組み」（表３）に基づいて実施した。 

 

図４ 社会科（小・特支）の目標 

 

図５ 社会科（小学校・特別支援学校）内容 



4 

 

③研究成果物 

2022 年度の研究開発フォーラムにおける甲南女子大学・村川雅弘先生の講評（「学習指導要領改訂に寄与

するための情報提供」や「学習指導要領改訂に寄与できる研究と提案」）を踏まえ、本研究では生活科・理科・社

会科の知的障害特別支援学校学習指導要領草案の作成を進めた(表５）。草案は研究成果として提出することを

目指したものであるとともに、研究期間中においては検討対象を具体化し、全校で共有することで学校が一体と

なって進める手立てとして機能した。 

表５ 研究期間中に作成を進めている草案（一部抜粋） 

生活科 理科 社会科 

 

 

 

 

 

 
 

④カリキュラム開発における原理原則 

カリキュラム開発は各教科の授業時数、特に理科・社会科は「週 1 時間、年間 35 時間」をもとに検討を進め

た。そのため資質・能力の育成は変わらない一方で、全ての内容を網羅的に扱うのではなく、授業時数を踏まえて

内容の精選や創造に取り組むようにした。その際の視点として特別支援学校学習指導要領の「知的障害のある

児童生徒の教育的対応の基本」や「教科別に指導を行う場合」、また「OECD『カリキュラム開発に関する 5 つの

教訓』」（白井,２０２１）を参考に、「具体的」「体験的」「反復的」「段階的」のキーワードを整理した（表 6）。 

表６ 本研究におけるカリキュラム開発のキーワード 

キーワード 対象の計画や項目 考え方 

具体的 学習活動 児童生徒にとって分かりやすく、具体的な活動内容に配慮されていること。 

体験的 
単元・ 

授業の構成 

児童生徒が進んで学習に取り組めるような体験的な活動に配慮されてい

ること。 

反復的 
単元配列・単元・ 

授業の構成 

〈単元配列・各単元〉児童生徒が学習内容を想起したり関連付けたりする

単元配列や各単元の内容に配慮されていること。 

〈授業〉児童生徒が見通しをもちやすく進んで取り組もうとする流れに工

夫されていること。 

段階的 
単元配列・単元・ 

目標設定 

児童生徒の実態に応じて、段階的に学習に取り組めるような段階性に配

慮されていること。 
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⑤本研究における目標設定・評価方法 

現行学習指導要領における知的障害特別支援学校の各教科の目標及び内容について表７に示す（文部科学

省教育課程部会WG（川間）,２０１８）。 

表７ 現行学習指導要領における知的障害特別支援学校の各教科の目標及び内容の概要 

方
向
性 

目標や内容について、育成を目指す資質・能力の３つの柱に基づき整理。各部や各段階、幼稚園や小

学校、中学校とのつながりに留意し、中学部に 2 つの段階を新設。 小・中学部の各段階に目標を設定

し、段階ごとの内容を充実させた。 

理
由 

段階別に内容を示している理由 

知的障害児においては知的機能の障害が同一学年でも個人差が大きく、 学力や習得状況が異なる

ため、段階を設けて示すことにより、個々の児童生徒の実態等に即して、各教科の内容を精選して、効果

的な指導ができるようにしている。そして、各段階における育成を目指す資質・能力を明確にすることか

ら、段階ごとの目標を設定し、小学部では 3段階、中学部では２段階により目標及び内容を示している。 

児童・生徒の目標設定や評価については、学力や習得状況に応じて段階別に目標・内容を分けるのではなく、

内容ごとの目標（全体目標）を受けて、個別の指導目標を設定した評価方法について検討した。その際、「『指導

と評価の一体化』のための学習評価に関する参考資料」（国立教育政策研究所,2020)をもとに手続きを整理し

実践を重ねた（教育課程の特例）。 

 

⑥本研究におけるカリキュラム評価 

本研究は現行学習指導要領（特別支援学校・小学校）を基にした各教科の資質・能力の育成を目指し、そのた

めに開発したカリキュラムの有用性等について評価を行った（表８）。 

表８ 本研究におけるカリキュラム評価の目的 

本研究におけるカリキュラム評価の考え方 

本研究はインクルーシブ教育システムの推進の一助となることを目指したカリキュラムの開発に取り組んで

いる。検討しているカリキュラムが指導者と学習者それぞれにとって、下記の点で有用であることを明らかにする

ために、その評価を行う。 

指導者における目的 学習者における目的 

①授業時数等の教育課程の実情を踏まえたうえで、

知的障害のある児童・生徒の資質・能力を段階的

に育むことのできるカリキュラムモデルであるか。 

②児童・生徒の学習の様子をもとに評価改善が循環

するカリキュラムであるか。 

①児童・生徒が各教科の見方・考え方に触れたり働

かせたりしながら、資質・能力を段階的に育むこと

のできるカリキュラムモデルであるか。 

②児童・生徒が各教科の学習に主体的に取り組み、

達成感を感じることができるカリキュラムモデルで

あるか。 

 

 

 

 

 

 



6 

 

２．研究開発の経緯 

本研究は知的障害特別支援学校における

教科別の指導について、2022 年度～2025

年度の４年間の指定期間に生活科・理科・社

会科のカリキュラム開発を行った。４年間の研

究開発の経過を整理するにあたって、図６の

タックマンモデルを参考に図７の整理を行っ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ タックマンモデル（文献を参照し作成） 

 

図７ 研究経過に関する図 
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（１）〈研究前年度まで・２０２１年度〉カリキュラム・マネジメント 

現行指導要領の実現に向けて、アクティブ・ラーニングとともに各学校が主体となって教育計画等を評価改善

する「カリキュラム・マネジメント」の重要性が示されている（文部科学省,２０１５）。そこで、初めに本研究で用いて

いる用語の定義を表９に整理する。 

表９ 本研究で用いている用語 

用語 参照文献等 定義 

教育課程 文部科学省（2015） 

学校教育の目的や目標を達成するために、教育の内容を子

供の心身の発達に応じ、授業時数との関連において総合的に組

織した学校の教育計画。 

カリキュラム 

田中・根津（２００９）及び 

京都大学高等教育研究

開発センターHP 

教師集団が開発し提供する児童・生徒の学習経験の総体。 

教育課程は、カリキュラムの中でも特に制度化され計画され

た文書を指す。 

カリキュラム・ 

マネジメント 
学習指導要領総則 

各学校においては、児童や学校、地域の実態を適切に把握

し、教育の目的や目標の実現に必要な教育の内容等を教科等

横断的な視点で組み立てていくこと、教育課程の実施状況を評

価してその改善を図っていくこと、教育課程の実施に必要な人的

又は物的な体制を確保するとともにその改善を図っていくことな

どを通して、教育課程に基づき組織的かつ計画的に各学校の教

育活動の質の向上を図っていくこと。 

カリキュラム 

モデル 

評価改善方法も含めた指導のパッケージの例。 

なお、本研究ではカリキュラム開発と評価に関する文献※をもとに評価手続きを作成してお

り、研究全体を通して「カリキュラム」という用語で統一している。 

※根津（２００６）、田中・根津（２００９）、田中・根津（２０２１） 

 

次に、研究指定前年（２０２１）度までに取り組んだ本校のカリキュラム・マネジメントの概要を示し（表１０）、一

部説明する。学部ごとで異なっていた各種計画書等について、円滑な学校運営や指導や支援の連続性を推進す

ることを目的に校内全体で検討・整理した。 

表１０ 本校におけるカリキュラム・マネジメントに関する取り組み（一部,研究前年度まで） 

対象 内容 参考 

時間割 

学校全体（幼小中高）の時間割設

定（始業・休憩時間等）を整備し、特別

教室の調整等の円滑化等を図る。 
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個別の 

教育支援計画 

必要情報の把握や共有を目的に書

式を全校共通化し、支援の連続性の

充実に向けて合理的配慮の観点を追

記。 

 

個別の 

指導計画 

個別の教育支援計画同様、先行し

て取り組んでいた小学部の書式をもと

に全校共通化し、個別の目標・手立て

及び評価・改善のプロセスを共有。 

 

単元配列表 

教科等横断的な学びの実践や作成

に伴う負担感の軽減等を目的に、教科

等ごとの年間指導計画を紙面 1 枚の

書式に変更。 

 

単元計画 

学習指導案の一部として付されてい

たものから、単元全体をより具体的に

概観できるように新たに書式を作成。 

 

指導要録 

3観点評価への対応、また指導計画

との連続性を確保できるよう書式を調

整。 
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①単元配列表 

これまで本校では各教科等に分けて年間指導計画を作成しており、記載量に伴う負担感、複数の教員で分担

して作成することによる一体的な評価・改善を図ることの困難さ等の課題があった。そのようなことから、年間指導

計画から単元配列表※への変更を行い、諸課題の解決を図るようにした。 

※単元配列表＝「各教科等の年間指導計画を一本化させ、1 年間の学習活動の全体を概観し俯瞰

できるようにしたもの」（田村,2017） 

 

また単元配列表は、学習指導要領総則の中で示されている「カリキュラム・マネジメントの三つの側面」（表１１）

のうち、特に①の具体的な取り組みに繋がる手立てとして機能している。障害の有無にかかわらず教科等を関連

付けることで、学習を相互に関連付けたり学んだことを他の場面に活かし拡げたりすることが重要であると考え、

単元配列表の運用及び評価改善に取り組んでいる。 

表１１ カリキュラム・マネジメントの三つの側面（学習指導要領総則より） 

① 
児童や学校、地域の実態を適切に把握し、教育の目的や目標の実現に必要な教育の内容等を教科等横

断的な視点で組み立てていくこと。   

② 教育課程の実施状況を評価してその改善を図っていくこと。 

③ 教育課程の実施に必要な人的又は物的な体制を確保するとともにその改善を図っていくこと。 

 

ここで本研究における教科等横断的な学びの考え方を表１２にまとめる。校外学習等の体験的活動が教科等

横断的な学びの軸となる視点をもつことで、行事等の削減を第一にするのではなく、校外学習の精選や意義づけ、

目的の明確化など、カリキュラムを発展的に捉えることに繋げるようにしている。このようなことを通して、児童生徒

にとって豊かな学習経験の機会となるカリキュラムモデルの創造に取り組むようにした。 

表１２ 本研究における教科等横断的な学びの考え方 

① 学校行事、特別活動、校外学習などの体験的活動が各教科等を繋ぐ軸になること 

② 
全教科等を横断的に関連付けるのではなく、実施時期や学習活動をもとに可能な範囲で関連付ける柔

軟な発想が重要であり、あくまでも児童生徒、学習集団を中心に多様な学びを考えること 

 

②単元計画 

２０２１年度に研究部を中心に学習

指導要領に対応した書式の検討がな

され（筑波大学附属大塚特別支援学

校,２０２１）、2022 年度より全校で運

用を開始した。単元計画はA4/複数枚

ではなく、原則1枚に収めることを校内

で共通確認し、単元配列表と同様に作

成時の負担軽減及び PDCA のサイク

ルを通して学習活動の充実を図るよう

にしている（図８）。 

 
 

図８ 本校の単元計画（左）と考え方（右） 
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(2)〈研究１年次目・2022年度〉教科別の指導の進め方 

Ⅰ期：2022年 4月～8月 研究内容の共通理解と教科別の指導に関する研修 

これまで本校では国語科、算数・数学科、生活科を中心に教科別の指導を行ってきた（筑波大学附属大塚特

別支援学校研究紀要,2022）。一方で、理科・社会科については各教科等合わせた指導を中心に実施しており、

2022年度が教科別の指導への本格的な移行初年度であった。 

そのような背景から、副題「学びの連続性」について研究をまとめたり各学習指導要領を比較検討したりするな

ど、研究部としていくつかの基礎研究を行い、その成果をポスターとしてまとめ、校内に掲示するなどして研究内容

の共有を図るようにした。また、運営指導委員等の外部講師の講話や職員同士の意見交換などの場を設定し、教

科別の指導に関する理解を深めるとともに、１０月に計画している校内授業研究会に向けて、各学部が具体的に

検討を重ねることができるようにした（付属資料２・３・4、表１３）。 

表１３ Ⅰ期の全校に関する取り組み（概要） 

実施日 内容 様子等 

① 

４月 8日 

【全校研究会（1）】 

研究開発学校の目的や取り組む

について先行指定校の取り組みを

共有するとともに、本研究の構想を

説明した。   

② 

５月 26日 

【全校研究会（２）】 

翌日に実施する「研究開発学校

連絡協議会」の提示資料をもとに全

校で情報共有を図った。 

  

③ 

７月 25日 

【夏季職員研修会（１）】 

・講師 増田謙太郎先生 

（東京学芸大学） 

・テーマ 「特別支援教育における社

会科の授業づくり」    

④ 

７月 29日 

【夏季職員研修会（２）】 

・講師 唐木清志先生 

（筑波大学） 

・テーマ 「子どもの社会参加につな

がる社会科教育」   

⑤ 

８月 31日 

【全校研究会（３）】 

10 月の校内授業研究会に向け

て、職員研修での指導助言を踏ま

え、各学部の単元開発や授業づくり

に関する構想を共有した。   

※講師資料より抜粋 

※講師資料より抜粋 



11 

 

また学校研究を進める上では、教員一人一人が当事者として研究に参画することが重要で、アンケート調査を

通して教員の意識の変化を総体的に可視化し、考えられる課題と具体的な改善案等を検討・改善するサイクルで

進めるようにした。具体的には毎回（②5/26 除く）の研修会で、参加職員へのアンケートを実施し、その結果を学

校研究に関する計画や資料等に活かすことで、学校全体で研究に取り組む風土に繋がるようにした（表１4）。 

表１４の結果から、７月の職員研修（表１４③④）における外部講師（運営指導委員）の講義を通して、教科の

視点、特に見方・考え方を働かせて資質・能力の育成を図ることがポイントとなることを確認するとともに、カリキュ

ラム開発として、連続性をどのように捉えるか等の課題が改めて明らかとなり、以降８月からの研究活動としてより

具体的に検討を重ねることができた。一方で校内研究会（表１４①⑤）については、研究内容について引き続き丁

寧に説明するとともに、本校にとっては新しい実践である教科別の指導（理科・社会科）に関する課題や悩みが多

くあり、２学期の授業研究会に向けて単元配列や単元、そして 1 授業時間の課題設定などについて、一つずつ具

体的に方向性を提示しながら進めていくことが重要であると考えられた。 

表１４ Ⅰ期におけるアンケート結果 

No. 観点 質問内容 ※回答は 5件法（思う－やや思う－どちらでもない－あまり思わない－思わない） 

１ わかりやすさ 研究会は、分かりやすかったと思う。 

２ 普段の実践との接続 研究会に参加し、自身の実践について改めて考えることができたと思う。 

３ 課題や悩みの解決 研究会で個人的に疑問や課題に感じていたことが改善されたように思う。 

アンケート結果  

① ４月８日 校内研究会 ③７月２５日 夏季職員研修会 

  

④７月２８日 夏季職員研修会 ⑤８月３１日 校内研究会 

  

※②５月２６日は実施していない 

 

Ⅰ期＋α：全国知的障害特別支援学校を対象とした生活科・理科・社会科の実施状況調査① 

生活科・理科・社会科に関する実態把握を目的に、2022 年 7 月～8 月に全国の知的障害特別支援学校（大

学附属特別支援学校と都立特別支援学校 計 84 校）を対象にアンケート調査を実施した（付属資料 1）。調査

を通して、授業時数を踏まえた時の取り扱いのなどのカリキュラムの難しさ、例えば中学部３年間における系統的

な学びの確保などの年間・単元指導計画の課題を明らかにすることができ（図９～１４）、本調査研究をまとめたも
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のを翌年 2023年８月の日本特殊教育学会第６１回大会でポスター発表を実施した（付属資料５）。 

 
図９ 小学部・生活科の結果① 

 
図１０ 中学部・理科の結果 

 
図１１ 高等部・理科の結果 

 
図１２ 小学部・生活科の結果② 

 
図１３ 中学部・社会科の結果 

 
図１４ 高等部・社会科の結果 

 

Ⅱ期：2022年９月～2022年１０月 授業研究会を軸とした実践及びカリキュラム開発の推進 

カリキュラム開発を進める上では、児童・生徒の実態に応じた学部ごとの柔軟なカリキュラム編成も重要である

が、その前に学校全体の系統性・連続性のある学びの実現に向けて、研究全体の共通となる観点を明確にするこ

とが必要であると考えている。そして本研究では、研究前年度（２０2１年度）に運営指導委員でもある米田宏樹

先生（筑波大学）からいただいた指導助言である「知的障害教育の継承」（図１５）を研究推進の中核の一つに

しながら進めてきた。そこで、本研究を推進する際の中核となる考え方（図１６）について、観点ごとに説明する。 

 

図１６ 研究推進の中核となる考え方 

 

 図１５ ２０２１年度研究協議会米田先生資料より抜粋 

 

（参考）2021年度研究協議会・実施内容 
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①知的障害教育の継承と発展を踏まえる 

本校では毎年２月に知的障害教育研究協議会（指定期間中は“研究発表会”）を開催し、授業公開や協議会

を通して教育活動の発信や改善等に取り組んでいる。２０２１年度開催の研究協議会・講演会での米田先生より、

特別支援学校学習指導要領に示されている「知的障害のある児童生徒の教育的対応の基本（以下、“教育的対

応の基本”とする）」を踏まえた実践が重要となることについて指導助言をいただいた。本校ではこれまでの合わ

せた指導を中心とするカリキュラムから教科別の指導へと大きく転換するにあたって、より教育的対応の基本等、

知的障害教育が積み重ねてきた知見を踏まえる必要があると考え、本研究の考え方の一つとして位置づけて繰り

返し全校で共有を図るだけでなく、指導計画や指導案等に具体的に反映するようにした（図１７，１８，１９）。 

 

図１７ 学習上の特性 

 

図１８ 教育的対応の基本 図１９ 教科別に指導を行う場合 

②教科の専門性に基づく単元開発 

１期における夏季職員研修等を通して、単元開発や授業の構成については、小学校教科の視点（図２０）を参

考に知的障害特別支援学校における教科別の指導事例を立案するようにしている。また、教科別の指導において

は「各教科の見方・考え方」（図２１,２２）をもとに学習計画を立案し、資質・能力の育成を目指す視点が重要であ

り、より具体的に推進することができるように単元配列や単元計画の各段階においても見方・考え方を明確にしな

がら立案するようにしている。 

 

図２０ 各教科の指導の構成 

 

図２１ 社会科の見方・考え方 

 

図２２ 理科の見方・考え方 

１期の基礎研究を通して、現行学習指導要領は特に特別支援学校と小学校との連続性が図られていることを

明らかにすることができた。なお、小学校教科と同一の内容を同一の方法で学習するのではなく、知的障害特別

支援学校として「教育的対応の基本」等を抑えた上で、小学校教科の視点を参考にした教科別の指導が重要で

あり、本研究を進める上ではその視点は変わらない。 

菊地（2014）は「知的障害特別支援学校では、小・中学校の各教科とは異なる知的障害教育の教科を取り扱

ってきたことや、従前から各教科等を合わせた指導を中心に学習が展開されてきた」と分析し、学習指導要領の

実施における課題について表１５の通り整理している。 
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そして「教科の専門性に基づく単

元開発」（図１６の②）は、特に表１５

の３「見方・考え方をふまえた教科別

の指導への着目」の具体的な実践に

なると考えており、他の特別支援学

校にとっての指導事例として具体的

な役割を有することが期待される。 

③指導のパッケージ化を検討する 

本研究における「指導のパッケー

ジ化」の考え方（表１６）を整理し、単元配列表と単元計画を具体的な手立てとして検討を重ねた。 

単元配列表を通して、各教科の内容を計画的に取り扱うことができるとともに、単元計画を中心に指導事例が

蓄積できることで単元・授業づくりの深化が期待される（園部,２０１７；山口,２０１８；園部,２０２０；竹内・原田,２０２

０）。実際の実践に当たっては学習集団の実態を十分に考慮するが、指導のパッケージ化について考え方を整理

し、各学部で単元配列表－単元計画－本時の学習計画について検討を重ねながら、１０月期の校内授業研究会

を実施した（表１７）。なお本校の授業研究会は午前を代表学部による授業公開とし、全校職員で授業を見合い、

午後の協議会で研究概要説明、授業者自評、意見交換、指導助言を大まかな流れとしている。 

 

 

 

表１５ 現行学習指導要領の実施における 7つの課題（菊地,２０１４） 

１ 各教科の指導内容の拡充への対応 

２ 各教科等を合わせた指導で取り扱う各教科の位置づけ 

３ 見方・考え方をふまえた教科別の指導への着目 

４ 各教科等を合わせた指導の単元および授業づくりの方策 

５ 知的障害の状態をふまえた教科別の指導 

６ 自立活動の取扱いと効果的な実施 

７ 観点別学習状況の評価への対応 

表１６ 本研究における「指導のパッケージ化」の捉え 

１ １年間ではなく学部在籍期間（小学部６年・中学部３年・高等部３年）の構想のもと単元配列を作成する。 

２ 単元配列表をもとに、各単元計画を作成し指導から単元評価まで一連を行う。 

３ 単元評価は次単元の構想等に反映し、また次年度に同単元を指導する教員への記録として引き継ぐ。 

 

図２３ 指導のパッケージ化のイメージ 
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表１７ Ⅱ期・授業研究会の概要 

実施日 内容 様子等 

① 

１
０
月
２
１
日 

【授業研究会（幼稚部・高等部）】 

高等部 3年 社会科 （MT山口教諭） 

「我が国の歴史 明治維新・文明開化と横浜港」 

  

※幼稚部・高等部のうち、対象の高等部のみ記載しています 

指
導
助
言 

・米田宏樹先生（筑波大学） 

・唐木清志先生（筑波大学） 

・是枝喜代治先生（東洋大学） 

② 

１
０
月
２
８
日 

【授業研究会（小学部・中学部）】 

・小学部つき組（3・4年）生活科 （T1森澤教諭） 

「学校周辺の場所を知ろう！～文京区坂道調査隊～」 

・中学部社会科（課題別第２班） （MT菅野教諭） 

「文京区の安全・防災①-風水害から身を守ろう-」 

  

指
導
助
言 

・米田宏樹先生（筑波大学） 

・横倉久先生（国立特別支援教育総合研究所） 

・吉井勘人先生（山梨大学） 

・小島道生先生（筑波大学） 

・石田周子先生（筑波大学附属桐が丘特別支援学校） 

２学期の授業研究会の評価・改善の具体的な取り組みとして、単元計画を学習指導案の中核に位置付けたフ

ォーマットへの変更を行った（表１８）。変更後の学習指導案は作成に伴う負担軽減を念頭に単元計画の挿入や

視覚的にイメージしやすいよう随所に写真を活用するようにするなどの工夫を加えた。また個別の指導目標と手立

てについては、1グループ A4/1枚を原則とするなどのルールを明確にし、内容を精選して記述することとした。 

なお学習指導案の書式変更にあたっては、文献（全国特別支援学校知的障害教育校長会,２０２０など）や

2022 年度に開催された複数の特別支援学校の公開研究会に参加した際に配布された学習指導案（福島大学

附属特別支援学校,秋田大学附属特別支援学校,群馬大学共同教育学部附属特別支援学校,東京学芸大学附

属特別支援学校）を参考に、本研究の考え方を具体的に反映した書式になるように努めた。 

表１８ 学習指導案の新旧表 

2021年度まで 2022年度以降 

  

（付属資料 6 学習指導案フォーマット） 
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Ⅲ期：2022年１１月～2023年２月 授業研究会の振り返りと横断的な学びや学習評価に関する研修 

Ⅲ期は学習指導案の全校共有、冬季職員研修、そして２月の研究発表会に向けて各学部で当該年度の研究

概要をまとめながら授業実践を積み重ねた（表１９）。全校研究会では、全校職員縦割りグループになり、お互い

の実践から見られた児童・生徒の学びの姿を共有することで、学部間の連続性のある学びについて語り合う場を

設定した。このような場を通して、全校で連続性のある学びについて実践から考えるとともに、カリキュラムとして考

えられる工夫などについて意見交換を行うことができた。 

表１９ Ⅲ期の全校に関する取り組み（概要） 

実施日 内容 

１
２
月
２
６
日 

【冬季職員研修会】 

・講師 横倉久先生（国立特別支援教育総合研究所） 

・テーマ 「知的障害教育における授業づくりと学習評価」 

・講師 田村学先生   （國學院大學） 

・テーマ 「知識の構造化と教科等横断的な学び」 

１
月
６
日 

【全校研究会（５）】 

幼稚部・小学部・中学部・高等部の教員が縦割り 3 グループに分かれて、各実践で見られた幼児・児

童・生徒の学びの姿について、資質・能力の点から共有を図った。 

２
月
１
０
日 

研
究
発
表
会 

講

演 

・講師 唐木清志先生（筑波大学） 

・テーマ 「知的障害特別支援学校における社会科教育の可能性と課題」 

小
・生
活
科 

つき組（３・４年）  （T1:森澤教諭） 

「マナーを守って B-ぐるバスに乗ろう」 

 
講師 

横倉久 先生（国立特別支援教育総合研究所） 

吉井勘人 先生（山梨大学） 

中
・社
会
科 

課題別グループ第 3班 （MT：久野教諭） 

「文京区の安全・防災②～地震から身を守ろう～」 

 
講師 

小島道生 先生（筑波大学） 

石田周子 先生（筑波大附桐が丘特別支援学校） 

高
・社
会
科 

3年 （MT：山口教諭） 

「我が国の歴史～富岡製糸場と絹産業遺産群」 

 
講師 

唐木清志 先生（筑波大学） 

是枝喜代治 先生（東洋大学） 

 

Ⅳ期：2023年１月～2023年３月 研究成果物「学習指導要領草案」の作成を開始 

2023 年１月１８日に開催された文部科学省研究開発学校フォーラムの講評の中で、村川雅弘先生（甲南女

子大学）が言及された「学習指導要領改訂に寄与するための情報提供」や「学習指導要領改訂に寄与できる研

究と提案」等をもとに、本研究で作成を目指す研究成果物とした「学習指導要領草案」の作成を具体的に開始し

た(表５）。1 期の基礎研究等、これまでも現行学習指導要領（小・中・特支）をもとにカリキュラム開発を進めてき

たが、学習指導要領草案の作成を明確な課題として位置づけたことで、全校で目標・内容等について児童・生徒

の姿を中心により実践に沿って考えることに繋がった。 
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(３)〈研究２年次目・2023年度〉カリキュラム開発の原理・原則 

２年次目は、各実践について「実践Ⅰ：学習指導要領草案の作成」「実践Ⅱ：全校研究会や授業研究会等の

取り組み」の２点に分けて報告する。また実践Ⅰについては「３．研究開発の内容」で詳述する。 

 

実践Ⅰ：学習指導要領草案の作成 

研究 1 年次目から社会科に焦点化し、特別支援学校学習指導要領と小学校学習指導要領の比較検討を行

いながら、本研究が目指すカリキュラムモデルの検討を進めてきた。まずは研究主任がたたき台としての学習指導

要領草案を作成し、研究部会、学部研究会、そして授業研究会を通して全校で意見交換等を行うような段階的な

手続きで取り組みを進めた。運営指導委員の先生から、本校が取り組んでいるカリキュラム開発の原理・原則を

明示することが重要であるとの指導をいただき、図 24,25のように手続きを整理した（付属資料７～14）。詳細は

「３．研究開発の内容」で報告する。 

 

図２４ 草案作成における視点 

（付属資料７） 

 

図２５ 目標検討時の考え方 

（付属資料８） 

カリキュラム開発の原理・原則に関連し、カリキュラムの内容の見直しについて、白井（２０２１）は「内容が過多

な場合は、一定のコンテンツを削減するか、あるいはスクラップ・アンド・ビルドしていくことが必要である」と述べ、

コンテンツの取捨選択の基準はコンピテンシーとの関連性であることを示唆するとともに、OECD の提言をまとめ

ている（表２０）。本研究においても、カリキュラム開発を進めていく際には知的障害教育の視点（図１７～１９）や普

段の実践の振り返りを通して、キーワード 4 点（「具体的」「反復的」「段階的」「体験的」）を整理して取り組みを

進めた。 
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本研究におけるカリキュラム開発に当たっては、知的障害のある児童生徒の特性や教育的対応の基本、また年

間授業時間を踏まえると内容の精選や創造を行い、段階的に深めていく学びが重要である（表２０－①②）。また

身近な生活題材と関連付けながら、学んだ内容を家庭と往還的に深めることは重要であるが、これまでの実践か

らも「宿題のオーバーロード」にはならないように留意している（表２０－③）。このようなことからも、本研究が取り

組むカリキュラム開発の教訓にも対応した研究実践であると考えている。 

表２０ OECD「カリキュラム開発に関する 5つの教訓」（白井,２０２１をもとに作成） 

① 学習内容の「広さ」と「深さ」について、適切なバランスをとること 

② 
カリキュラム・デザインの基本原理として、「焦点化（focus)、厳格性（rigor)、一貫性（coherence)」を

組み合わせて用いること 

③ 
カリキュラムが減った一方で、家庭での宿題が増えるなど「宿題のオーバーロード」が生じないようにす

ること 

④ 校長や教師が、カリキュラムについて適切に判断できるような工夫・支援をすること 

⑤ オーバーロードが、生徒の成功（success)やウェルビーイングを脅かすものであるという認識をもつこと 

 

実践Ⅱ：全校研究会や授業研究会等の取り組み 

２年次目も引き続き対象教科を小学部＝生活科、中学部・高等部＝社会科に焦点化し、全校研究会や授業研

究会を行いながらカリキュラム開発を進めた。また１年次目同様に、毎回の研究会では参加教員にアンケート調

査を実施し、学習指導要領草案の検討と授業実践を中心とした手続きを通して教員全体の意識がどのように変

容していったのか振り返り、今後の研究推進に繋げるようにした（表２１，２２）。 

表２１ 2年次目の授業研究会に関する取り組み 

実施日 内容 様子等 

① 

６
月
２
３
日 

【授業研究会（小学部・生活科）】（MT髙津教諭） 

小学部そら組（５・６年） 「富士山のふもとを探検しよう」 

  

講
師 

・吉井勘人先生（山梨大学） 

・（事前指導）横倉久先生（特別支援教育推進連盟） 

② 

６
月
３
０
日 

【授業研究会（高等部・社会科）】（MT田中教諭） 

高等部 1年 「文京区ってどんなところ？～地形・土地利用・産業～」 

  

講
師 

・唐木清志先生（筑波大学） 

・是枝喜代治先生（東洋大学） 

③ 

７
月
７
日 

【授業研究会（中学部・社会科）】（MT飛田教諭） 

中学部課題別グループ第 3班 「文京区ってどんなところ？」 

  

講
師 

・小島道生先生（筑波大学） 

・石田周子先生（筑波大附属桐が丘特別支援学校） 
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④ 

１
０
月
２
０
日 

【授業研究会（中学部・社会科）】（MT堀江教諭） 

中学部課題別グループ第 3班 「火災から暮らしを守る」 

  

講
師 

・小島道生先生（筑波大学） 

・石田周子先生（筑波大附属桐が丘特別支援学校） 

⑤ 

１
０
月
２
７
日 

【授業研究会（高等部・社会科）】（MT田中教諭） 

高等部 1年 「文京区の今・昔～観光名所の歴史を知ろう～」 

  

講
師 

・唐木清志先生（筑波大学） 

・是枝喜代治先生（東洋大学） 

⑥ 

１
２
月
１
５
日 

【授業研究会（小学部・生活科）】（T１宇佐美教諭） 

小学部はな組（１・２年） 「冬のパーティーの準備をしよう」 

 

講
師 

・吉井勘人先生（山梨大学） 

・横倉久先生（特別支援教育推進連盟） 

⑤
２
月
１
０
日 
研
究
発
表
会 

講演 
菊地一文先生（弘前大学） 

テーマ「主体的・対話的で深い学びを通して‐生きる力につながる各教科の指導－」   

講評 米田宏樹先生（筑波大学） 

小
学
部 

生活科・つき組（３・４年） （T1:森澤教諭） 

「ぱんをつくろう～ふりかえりをしてみよう～」 

 

講
師 

・横倉久 先生（特別支援教育推進連盟） 

・吉井勘人 先生（山梨大学） 

中
学
部 

社会科・課題別グループ第 3班 （MT：堀江教諭） 

「私たちのくらしとみんなの施設」 

 

講
師 

・小島道生 先生（筑波大学） 

・石田周子 先生（筑波大附桐が丘特支） 

高
等
部 

社会科・社会科 （MT：田中教諭） 

「みんながすごしやすいまち～ユニバーサルデザイン～」 

 

講
師 

・唐木清志 先生（筑波大学） 

・是枝喜代治 先生（東洋大学） 

 表２１のアンケート結果から、授業研究会を通して各項目の評価の改善が見られ、質的にも「やや思う」から「思

う」へ大幅に変容していることが示された。表２２①は年度初めに行う全校研究会であり、これは昨年度 1 年間の

実践を振り返るとともに、2 年次目の研究計画等について説明を行った。そこから④⑩⑫と実際の授業研究会を

通して学校全体で教科別の指導について単元デザインを中心に内容を深めることができた。 



20 

 

表２２ 全校研究会・授業研究会等のアンケート結果（一部） 

No. 観点 質問内容 ※回答は 5件法（思う－やや思う－どちらでもない－あまり思わない－思わない） 

１ わかりやすさ 研究会は、分かりやすかったと思う。 

２ 普段の実践との接続 研究会に参加し、自身の実践について改めて考えることができたと思う。 

３ 課題や悩みの解決 研究会で個人的に疑問や課題に感じていたことが改善されたように思う。 

実施日 内容 結果 

① 

４
月
７
日 

 

全校研究会：2 年次目の

研究計画や学習指導要領

草案について説明 
 

④ 

６
月
２
３
日 

 

授業研究会（小学部）：授

業では宿泊学習の発表を

主な活動に実施 
 

⑩ 
１
０
月
２
０
日 

 

授業研究会（中学部）：安

全を守る仕組みについて

調べ学習を実施 
 

⑫ 

１
０
月
２
７
日 

 

授業研究会（高等部）：文

京区の今と昔について実

施調査をもとにしたまとめ

を実施 
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（４）〈研究３年次目・2024年度〉カリキュラム評価の開発 

３年次目は、各実践について「実践Ⅰ：カリキュラム評価」「実践Ⅱ：全校研究会や授業研究会等の取り組み」

の２点に分けて報告する。また実践Ⅰについては「３．研究開発の内容」で詳述する。 

 

実践Ⅰ：カリキュラム評価 

カリキュラム開発について、田中・根津（2009）は

「カリキュラム開発とは、第一に教師集団が開発の主

体となって、第二に単元を教科書・教材から児童・生

徒の学習経験に移して計画し、そして第三に授業からカリキュラムを改善する活動である。この改善においてカリ

キュラム評価が大きな役割を果たす。」と述べている（表２３）。本研究では２年次目までを通して表２３「１」「２」に

取り組むことができ、3年次目以降もその取り組みを継続することに加えて、「３」カリキュラム評価について具体的

に着手した。また同様に田中・根津（2009）は、カリキュラム評価の目的を明確にすることの重要性を挙げている。

そこで最初に、本研究が取り組むカリキュラム評価の目的について表２４の通り整理した。 

表２４ カリキュラム評価の目的 

本研究におけるカリキュラム評価 

本研究はインクルーシブ教育システムの推進の一助となることを目指したカリキュラムの開発に取り組んで

いる。検討しているカリキュラムが指導者と学習者それぞれにとって、下記の点で有用であることを明らかにする

ために、その評価を行う。 

指導者における目的 学習者における目的 

①授業時数等の教育課程の実情を踏まえたうえで、

知的障害のある児童・生徒の資質・能力を段階的

に育むことのできるカリキュラムモデルであるか。 

②児童・生徒の学習の様子をもとに評価・改善が循

環するカリキュラムであるか。 

①児童・生徒が各教科の見方・考え方に触れたり働

かせたりしながら、資質・能力を段階的に育むこと

のできるカリキュラムモデルであるか。 

②児童・生徒が各教科の学習に主体的に取り組み、

達成感等を得られるカリキュラムモデルであるか。 

次に、先行研究を参考に評価方法を具体化し（図２６）、2024 年度 1 学期の授業研究会から毎回の授業研

究会で実施している（図２７）。詳細は「３．研究開発の内容」で報告する。 

 

図２６ 評価方法（付属資料１５,１６） 

 

図２７ 評価に関するイメージ 

表２３ 本研究のカリキュラム開発の考え方（参考；根津,２００９） 

1 教師集団がカリキュラム開発の主体となる 

2 児童・生徒の学習経験に基づき単元を計画する 

3 授業からカリキュラムを改善する（カリキュラム評価） 
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実践Ⅱ：全校研究会や授業研究会等の取り組み 

３年次目のカリキュラム開発の対象教科は小学部＝生活科、中学部・高等部＝理科に設定し研究を進めた。中

学部・高等部は前年までの社会科から理科に移行したが、２年次目までの視点や手続き（図２４，２５）を基に系統

的に進めるようにした。なお社会科の実践研究は 2 学期に授業研究会を実施するなど、継続して検討を進めた。

また毎回の授業研究会でのアンケート調査を継続実施しているが、先述の「Ⅰ.カリキュラム評価」の通り、新たな

内容・方法で調査をおこなうことでカリキュラム開発についてより具体的に検討を進めることとした。3年次目の取

り組みを表２５、そして授業研究会等の評価結果を表２６，２７にそれぞれ示す。 

また１年次目に実施した特別支援学校へのアンケート調査（対象８４校）をもとに、調査対象を都道府県立特別

支援学校にも拡大した教科別の指導に関するアンケート調査を実施した（実践Ⅲとして記載）。 

表２５ ３年次目の授業研究会に関する取り組み 

実施日 内容 様子等 

① 

６
月
２
１
日 

【授業研究会（小学部・生活科）】 

はな組（1・2年） （MT宇佐美教諭） 

「うかぶかな？ しずむかな？」 

  

講
師 

・吉井勘人 先生（山梨大学） 

・横倉久 先生（特別支援教育推進連盟） 

② 

６
月
２
８
日 

【授業研究会（中学部・理科）】 

中学部課題別グループ第 3班 （MT宮林教諭） 

「身近な昆虫について知ろう」 

  
講
師 

・小島道生 先生（筑波大学） 

・遠藤優介 先生（筑波大学） 

③ 

７
月
１
２
日 

【授業研究会（高等部・理科）】 

高等部課題別グループ第 3G （MT河島教諭） 

「植物のつくり（１）」 

  
講
師 

・菊地一文 先生（弘前大学） 

・遠藤優介 先生（筑波大学） 

・齋藤豊 先生（筑波大附久里浜特支） 

８
・２
６ 

【夏季職員研修会】 

小山信博先生（筑波大学附属桐が丘特別支援学校）を講師に理科に関する研修会を実施。 

④ 

⑤ 

１
０
月
２
５
日 

【授業研究会（中学部＋高等部・理科）】 

中学部課題別グループ第 3班 （MT堀江教諭） 

「太陽の光と地面の様子」 

高等部課題別グループ第 3G （MT河島教諭） 

「天気の変化」 

  講
師 

・山本容子 先生（筑波大学） 

・遠藤優介 先生（筑波大学） 

・齋藤豊 先生（筑波大附久里浜特支） 
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⑥ 

１
１
月
１
５
日 

【授業研究会（小学部・生活科）】 

小学部そら組（５・６年） （T１田中教諭） 

「あきのおもちゃでたのしもう」 

  
講
師 

・米田宏樹 先生（筑波大学） 

・横倉久 先生（特別支援教育推進連盟） 

⑦ 

⑧ 

１
１
月
２
２
日 

【授業研究会（中学部＋高等部・社会科）】 

中学部課題別グループ第１班 （MT飛田教諭） 

「スーパーマーケットのひみつ」 

高等部 2年 （MT田中教諭） 

「眼鏡橋と飯田橋～水害を減らす工夫～」 

  講
師 

・唐木清志 先生（筑波大学） 

・是枝喜代治 先生（筑波大学） 

⑨ 

⑩ 

⑪ 

２
月
７
日 

研
究
発
表
会 

講
演 

米田宏樹先生（筑波大学） 

知的障害教育と通常教育の教育方法の融合によるインクルーシブ教育カリキュラム実現の可能性 

小
学
部
・生
活
科 

つき組（３・４年） （T1:當眞教諭） 

「かぜをつかってあそぼう！」」 

 

  

  

  

講
師 

・菊地一文 先生（弘前大学） 

・吉井勘人 先生（山梨大学） 

中
学
部
・理
科 

課題別グループ第 3班 （MT：宮林教諭） 

「季節と生物～身近な昆虫の様子～」 

講
師 

・小島道生 先生（筑波大学） 

・遠藤優介 先生（筑波大学） 

高
等
部
・社
会
科 

課題別グループ第 3G （MT：河島教諭） 

「植物のつくり（２）」 

講
師 

・山本容子 先生（筑波大学） 

・齋藤豊 先生（筑波大附久里浜特支） 

本研究における３つの評価方法（授業・単元・カリキュラム）のうち「授業評価」は参観者（教員）、学習者（児童

生徒）、保護者の 3 種類を校内に提案している。授業評価（学習者・保護者）は児童・生徒の実態に応じてさらに

検討が必要であったため、全校一斉での実施は行わず、単元評価と共に各学部で運用しやすい方法で取り組む

ようにした。そして本研究では教職員 26名（幼稚部２名・小学部１０名・中学部７名・高等部７名）を対象に「授業

評価（参観者）」と「カリキュラム評価」の結果をまとめている（表２６，２７）。 
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表２６ 3年次目の授業評価の結果 

No. 観点 質問内容 ※回答は４件法（とても思う－思う－あまり思わない－思わない） 

１ 取り組みやすさ・安心感 児童・生徒は学習内容を理解し、進んで取り組む姿が見られていたと思う。 

２ 学習理解 授業者の説明・教示は、児童・生徒にとって分かりやすかったと思う。 

３ 達成感・充実感 児童生徒が「わかった」「できた」等を実感できる活動に配慮されていたと思う。 

４ 学び合い 児童生徒は友だちの考えを聞いたり協力したりしようとする姿が見られていたと思う。 

５ 次時への意欲、期待 児童生徒が次時へ期待をもち、意欲的に取り組もうとする活動に配慮されていたと思う。  

６ 教育的対応  学習題材は実態及び生活年齢に適したものであると思う。 

７  学習環境 授業は、教材教具に工夫されていたと思う。  

８ 学習の計画 学習計画（時数設定や授業の構成など）は、授業を実施する観点から妥当であると思う。 

９ 環境的条件 指導者間で指導支援の連携や一貫性が図られていたと思う。 

10 個別の目標設定  本時の目標は、児童生徒の実態から妥当であったと思う。 

実施日 様子 結果（4件法をもとに各問を最大４点で評価する） ※平均値 
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⑦ 

中
学
部
・社
会
科 

  

⑧ 

高
等
部
・社
会
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⑨ 

小
学
部
・生
活
科 
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中
学
部
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科   

⑪ 

高
等
部
・社
会
科   

 

表２７ 3年次目のカリキュラム評価の結果 

No. 観点 質問内容 ※回答は各項目を１０点満点とし、個人ごとに点数化して回答する 

１ カリキュラムの共有 主に授業研究会を通して、検討されたカリキュラムについてどれくらい知ることができたと思いますか？  

２ カリキュラムの背景 
学部の教育課程や学習集団の実態などを踏まえて、カリキュラムが計画・実践されたことについて、どれく

らい分かったと思いますか？  

３ カリキュラムの拡がり 
（主体的な学びを大切にすることは前提で、）社会に開かれたカリキュラムという視点では、どれくらい計

画・展開されていたと思いますか？  

４ 展開するための資源 カリキュラムを実施する上で、必要な資源（ひと・もの・こと）について、どれくらい分かりましたか？  

５ カリキュラムの構想 カリキュラムが何を目指しているのか、その構想やねらいについて、どれくらい分かりましたか？  

６ 実現するための工夫 カリキュラムの構想を実現するために様々な工夫がなされていることについて、どれくらい分かりましたか？  

７ カリキュラムの結果 
カリキュラムの実践を通して考えられた学習の成果や課題（学びの様子や改善点など）について、どれくら

い分かりましたか？  

８ カリキュラム開発のコスト カリキュラム開発に要したコスト（お金、時間、人手、場所、手間など）について、どれくらい分かりましたか？  

９ 他の実践からの学び 
カリキュラム開発に当たって、他校種も含めて、どれくらい他の実践を参考にしながら検討し、計画・展開さ

れていたと思いますか？  

10 一般化可能性 
開発しているカリキュラムが改訂後の指導要領に反映された場合、他の学校でこのカリキュラムを実施で

きると思いますか？  

3.6 3.4 3.4 3.3 3.2
3.6 3.8 3.5 3.8 3.4

0

2

4

Q1

取り組みやすさ

Q2

学習理解

Q3

達成感

Q4

学び合い

Q5

意欲

Q6

教育的対応

Q7

学習環境

Q8

学習計画

Q9

環境的条件

Q10

個別目標

3 3.1 3.2 3.1 3.2 3.3 3.7 3.4 3.5
3.1

0

2

4

Q1

取り組みやすさ

Q2

学習理解

Q3

達成感

Q4

学び合い

Q5

意欲

Q6

教育的対応

Q7

学習環境

Q8

学習計画

Q9

環境的条件

Q10

個別目標

4 3.8 3.9 3.7 3.7 3.8 3.8 3.5 3.9 3.8

0

2

4

Q1

取り組みやすさ

Q2

学習理解

Q3

達成感

Q4

学び合い

Q5

意欲

Q6

教育的対応

Q7

学習環境

Q8

学習計画

Q9

環境的条件

Q10

個別目標

3.8 3.7 3.9 3.6 3.8 3.7 4 3.5 3.9 3.8

0

2

4

Q1

取り組みやすさ

Q2

学習理解

Q3

達成感

Q4

学び合い

Q5

意欲

Q6

教育的対応

Q7

学習環境

Q8

学習計画

Q9

環境的条件

Q10

個別目標

3 3.1 3.2 3.1 3.2 3.3 3.7 3.4 3.5
3.1

0

2

4

Q1

取り組みやすさ

Q2

学習理解

Q3

達成感

Q4

学び合い

Q5

意欲

Q6

教育的対応

Q7

学習環境

Q8

学習計画

Q9

環境的条件

Q10

個別目標



26 

 

実施日 様子 結果 （■全体 ■学部外 ■小学部 ■中学部 ■高等部） ※平均値 
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実践Ⅲ：全国知的障害特別支援学校を対象とした生活科・理科・社会科の実施状況調査② 

研究１年次目に実施した生活科・理科・社会科に関するアンケート調査（付属資料 1，５）では、教科別の指導

に関する知的障害特別支援学校の状況や課題などを明らかにし、その後の研究活動の大きな参考となった。それ

から数年の間でも特別支援学校を取り巻く状況は変わっており、研究の進捗とともに改めて教科別の指導に関す

る全国的な実態を把握すること目的に、質問内容を整理・検討し（表２８）、全国知的障害特別支援学校へのアン

ケート調査を実施した。調査対象とする学校は、全国特別支援学校長会が集約した「令和６年度全国特別支援学

校学校情報」をもとに、学校種別として「知的障害」に該当する７２１校とした。類型別の教育課程が編成されてい

る学校が多いことから、1年次目の調査同様に該当学部のうち特に教科別の指導を行っている学級・集団を想定

した回答を依頼した。 

表２８ 全国知的障害特別支援学校へのアンケート調査における主な質問項目 

１ 各教科の内容の取扱いに関する状況（時間割への位置づけ、授業時数、学習集団編制） 

２ 取り扱うことが難しい内容やその理由 

３ 特別支援教育の理念である「自立と社会参加」と教科に示された各内容の関連性に関する捉え 

４ 教科書等の各種図書の活用状況 

※質問紙：付属資料１７（小学部生活科）、付属資料１８（中学部理科）、付属資料１９（高等部社会科） 
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実践Ⅲ－① 生活科 

 

 

図２８ 質問紙調査の分析（生活科①） 

 

 

図２９ 質問紙調査の分析（生活科②） 

 

図３０ 質問紙調査の分析（生活科③） 

 

 

図３１ 質問紙調査の分析（生活科④） 

 

図３２ 質問紙調査の分析（生活科⑤） 

 

 

図３３ 質問紙調査の分析（生活科⑥） 
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実践Ⅲ－② 理科 

中学部・理科 高等部・理科 

 

図３４ 質問紙調査の分析（中学部・理科①） 

 

 

図３７ 質問紙調査の分析（高等部・理科①） 

 

 

図３５ 質問紙調査の分析（中学部・理科②） 

 

 

図３８ 質問紙調査の分析（高等部・理科②） 

 

図３６ 質問紙調査の分析（中学部・理科③） 

 

図３９ 質問紙調査の分析（高等部・理科③） 
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実践Ⅲ－③ 社会科 

中学部・社会科 高等部・社会科 

 

図４０ 質問紙調査の分析（中学部・社会科①） 

 

 

図４３ 質問紙調査の分析（高等部・社会科①） 

 

 

図４１ 質問紙調査の分析（中学部・社会科②） 

 

 

図４４ 質問紙調査の分析（高等部・社会科②） 

 

 

図４２ 質問紙調査の分析（中学部・社会科③） 

 

 

図４５ 質問紙調査の分析（高等部・社会科③） 
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（５）〈研究４年次目・2025年度〉カリキュラムの評価・改善 

４年次目の授業研究会等の取り組みについては、実施方法や対象教科など３年次目同様とした。主として１２

月までの内容について「実践Ⅰ」としてまとめる（表２９，３０，３１）。また研究成果の発信及び交流を通した研究内

容の拡充を目的に日本特殊教育学会第 63 回大会において、本研究に関連する自主シンポジウムやポスター発

表を行った。自主シンポジウムの概要について「実践Ⅱ」としてまとめる（表３２）。そして４年次目には学習集団編

制の段階表を作成しその概要を「実践Ⅲ」に記述するとともに、詳細は「３．研究開発の内容」で報告する。 

 

実践Ⅰ：全校研究会や授業研究会等の取り組み 

表２９ ４年次目の授業研究会に関する取り組み 

実施日 内容 様子等 

① 

６
月
２
０
日 

【授業研究会（小学部・生活科）】 

小学部つき組（３・４年） （T1當眞教諭） 

「野菜を育てよう！観察しよう１」 

  

講
師 

吉井勘人 先生（山梨大学） 

② 

６
月
２
７
日 

【授業研究会（中学部・理科）】 

中学部課題別グループ第 3班 （MT宮林教諭） 

「物と重さ」 

  
講
師 

遠藤優介 先生（筑波大学） 

③ 

７
月
１
１
日 

【授業研究会（高等部・理科）】 

高等部課題別グループ第 3G （MT石飛教諭） 

「動物の誕生」 

  
講
師 

山本容子 先生（筑波大学） 

④ 

⑤ 

１
０
月
２
４
日 

【授業研究会（中学部＋高等部・理科）】 

中学部課題別グループ第 3班 （MT古江教諭） 

「ものの温度と体積（空気、水）」 

高等部課題別グループ第 3G （MT石飛教諭） 

「土地のつくり」 

  講
師 

・山本容子 先生（筑波大学） 

・遠藤優介 先生（筑波大学） 

⑥ 

１
０
月
３
１
日 

【授業研究会（小学部・生活科）】 

小学部つき組（３・４年） （T１當眞教諭） 

「伝えよう！合宿の思い出（大塚祭にむけて）」 

  

講
師 

米田宏樹 先生（筑波大学） 
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⑦ 

⑧ 

１
１
月
６
日 

【授業研究会（中学部＋高等部・社会科）】 

中学部課題別グループ第２班 （MT飯島教諭） 

「人々の生活環境の変化（水道）」 

高等部３年 （MT田中教諭） 

「人々の健康や生活環境を支える事業～水のゆくえ～」」 

  

講
師 

唐木清志 先生（筑波大学） 

⑨ 

⑩ 

⑪  

２
月
１
３
日 

研
究
発
表
会 

講
演 

川間健之介 先生（山口学芸大学） 

「（仮題）知的障害教育における教科学

習の課題と可能性」 

 

毎年２月に研究発表会を開催し、研究実践の発信

を行ってきた。研究指定期間中は、対面・オンライン・

見逃し配信の配信形態を整え、参加者との意見交

換及び研究内容の拡充に繋げることができた。 

⑨ 

小
学
部
・生
活
科 

小学部つき組（３・４年）（T１當眞教諭） 

「おしえよう！ きいてみよう！ 

みんなのすきなあそび②」 

講
師 

・米田宏樹 先生（筑波大学） 

・吉井勘人 先生（山梨大学） 

⑩ 

中
学
部
・理
科 

課題別グループ第 3班 （MT：古江教諭） 

「ものの温度と体積（熱の伝わり方）」 

講
師 

・遠藤優介 先生（筑波大学） 

・齋藤豊 先生（筑波大附久里浜特支） 

⑪ 

高
等
部
・社
会
科 

課題別グループ第 3G （MT：石飛教諭） 

「電気のしくみ」 

講
師 

・山本容子 先生（筑波大学） 

・菊地一文 先生（弘前大学） 
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表３０ ４年次目の授業評価の結果 

観点 

１ 取り組みやすさ ２ 学習理解 ３ 達成感・充実感 ４ 学び合い ５ 次時への意欲 

６ 教育的対応 ７ 学習環境 ８ 学習の計画 ９ 環境的条件 １０ 個別の目標設定 

実施日 様子 結果（4件法をもとに各問を最大４点で評価する） 

① 

小
学
部
・生
活
科 

  

② 

中
学
部
・理
科 

  

③ 

高
等
部
・理
科 

  

④ 

中
学
部
・理
科 

  

⑤ 

高
等
部
・理
科 

  

⑥ 

小
学
部
・
生
活
科   

⑦ 

中
学
部
・
社
会
科 

  

⑧ 

高
等
部
・
社
会
科 

  

 

4 3.7 3.8 3.3 3.8 3.7 3.9 3.8 3.8 3.7

0

2

4

Q1

取り組みやすさ

Q2

学習理解

Q3

達成感

Q4

学び合い

Q5

意欲

Q6

教育的対応

Q7

学習環境

Q8

学習計画

Q9

環境的条件

Q10

個別目標

4 3.8 3.8 3.8 3.9 3.5 3.8 3.5 3.9 3.8

0

2

4

Q1

取り組みやすさ

Q2

学習理解

Q3

達成感

Q4

学び合い

Q5

意欲

Q6

教育的対応

Q7

学習環境

Q8

学習計画

Q9

環境的条件

Q10

個別目標

3.6 3.4 3.5 3.2 3.3 3.6 3.8 3.5 3.7
3.2

0

2

4

Q1

取り組みやすさ

Q2

学習理解

Q3

達成感

Q4

学び合い

Q5

意欲

Q6

教育的対応

Q7

学習環境

Q8

学習計画

Q9

環境的条件

Q10

個別目標

3.9 3.9 3.7 3.7 3.9 3.9 3.9 3.9 3.9 3.9

0

2

4

Q1

取り組みやすさ

Q2

学習理解

Q3

達成感

Q4

学び合い

Q5

意欲

Q6

教育的対応

Q7

学習環境

Q8

学習計画

Q9

環境的条件

Q10

個別目標

3.5 3.4 3.5 3.4 3.5 3.6 3.7 3.3 3.7 3.5

0

2

4

Q1

取り組みやすさ

Q2

学習理解

Q3

達成感

Q4

学び合い

Q5

意欲

Q6

教育的対応

Q7

学習環境

Q8

学習計画

Q9

環境的条件

Q10

個別目標

4 3.9 3.9 4 3.9 3.8 3.9 3.9 4 4

0

2

4

Q1

取り組みやすさ

Q2

学習理解

Q3

達成感

Q4

学び合い

Q5

意欲

Q6

教育的対応

Q7

学習環境

Q8

学習計画

Q9

環境的条件

Q10

個別目標

3.7 3.5 3.7 3.4 3.5 3.7 3.8 3.6 3.9 3.6

0

2

4

Q1

取り組みやすさ

Q2

学習理解

Q3

達成感

Q4

学び合い

Q5

意欲

Q6

教育的対応

Q7

学習環境

Q8

学習計画

Q9

環境的条件

Q10

個別目標

3.6 3.6 3.5 3.7 3.8 3.5 3.8 3.7 3.7 3.6

0

2

4

Q1

取り組みやすさ

Q2

学習理解

Q3

達成感

Q4

学び合い

Q5

意欲

Q6

教育的対応

Q7

学習環境

Q8

学習計画

Q9

環境的条件

Q10

個別目標
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表３１ ４年次目のカリキュラム評価の結果 

観点 

１ カリキュラムの共有 ２ カリキュラムの背景 ３ カリキュラムの拡がり ４ 展開するための資源 ５ カリキュラムの構想 

６ 実現するための工夫 ７ カリキュラム結果 ８ カリキュラムのコスト ９ 実践からの学び １０ 一般化可能性 

実施日 様子 結果 （■全体 ■学部外 ■小学部 ■中学部 ■高等部） 

① 

小
学
部
・生
活
科 

  

② 

中
学
部
・理
科 

  

③ 

高
等
部
・理
科 

  

④ 

中
学
部
・理
科 

  

⑤ 

高
等
部
・理
科 

  

⑥ 

小
学
部
・
生
活
科   

⑦ 

中
学
部
・
社
会
科 

  

⑧ 

高
等
部
・
社
会
科  

 

 

8.1 8.1 8.4 7.6 8.6 8.3
8.2

7.6 8.1 8.1

9.1 8.8 8.9 8.6 9.4 9.1 9 8.4 8.7 8.5

6 6.5 7.3
5.5

6.8 6.5 6.3 6 6.8 7.3

0

5

10

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

8.3 8.8 8.4 8.1 8.8 8.8 8.7 8.2 8.8 8.18.3
8.4 8.1 7.5 8.3 8.4 8.2 8.3 8.5 7.8

9.8 9.7 9 9.3 9.7 9.7 9.7 8.2 9.5 8.7

0

5

10

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

7.8 7.7 7.8 7.7 7.8 8.2 7.9 7.7 8 7.6
7.4 7.2 7.5 7.2 7.4

7.8
7.5 7.4 7.6 7.4

8.4 8.4 8.1 8.6 8.6 8.9 8.3 8.4 8.4 7.9

0

5

10

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

9.1 9.1 9 8.9 9.1 9.3 9.1 9 9 8.9
8.9 8.9 8.9 8.5 8.9 9.1 9 8.6 8.7 8.7

9.6 9.6 9.1 9.7 9.6 9.7 9.3 9.7 9.6 9.3

0

5

10

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

8.4 8.5 8.3 8.3 8.4 8.4 8.4 8.3 8.4 8.3
8.2 8.3 8.1 8.1 8.2 8.4 8.2 8 8.1 8.1

9.2 9 9 8.8 8.8 8.7 9 9 9.2 9

0

5

10

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

9 9.1 8.7 9 9.2 9.2 9 8.3 8.9 8.6

8.9 9.1 9 8.8 9.2 9.2 8.8 8.4 9 8.8

9 9.1 8.3 9.1 9.2 9.4 9.3 8.1 8.6 8.1

0

5

10

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

8.8 8.9 8.6 8.6 9 9 9 8.5 8.7 8.3

8.6 8.5 8.3 8.2
8.9 8.8 8.7 8.2 8.4 8.1

9.6 9.8 9.6 9.8 9.6 9.6 9.8 9.6 9.6 9.2

0

5

10

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

8.3 8.5 8.3 8.4 8.5 8.7 8.4 8.3 8.3 8.1

8 8.2 7.9 8.1 8.2 8.5 8.2 7.9 8 7.8

9.3 9.3 9.3 9.3 9.5 9.3 9.2 9.2 9.2 9

0

5

10

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
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実践Ⅱ：研究内容の発信・拡充に関する取り組み（日本特殊教育学会第 63回大会） 

各自主シンポジウムは本校が企画・話題提供するとともに、他大学附属特別支援学校にも話題提供として参画

していただくことで、自校だけではなく多様な実践から教科の学習の進め方を学び、本校の研究に活かすことも目

的の一つとして実施することができた。 

表３２ 実践Ⅱの取り組み 

No. 内容 様子等 

１ 

「知的障害特別支援学校における生活科の実践」 

・企画運営：本校 

・話題提供①：本校（小学部 當眞教諭） 

・話題提供②：宮城教育大学附属特別支援学校 

   指定討論：米田宏樹 先生（筑波大学） 

２ 

「知的障害特別支援学校における理科の実践」 

・企画運営：本校 

・話題提供①：福島大学附属特別支援学校 

・話題提供②：本校（高等部 河島教諭） 

  指定討論：齋藤豊 先生（筑波大学附属久里浜特別支援学校） 

３ 

「知的障害特別支援学校における社会科の実践」 

・企画運営：本校 

・話題提供①：本校（中学部 堀江教諭） 

・話題提供②：金沢大学附属特別支援学校 

  指定討論：菊地一文 先生（弘前大学） 

 

実践Ⅲ：学習集団編成の基準となる段階表の作成 

中学部・高等部では生徒の知的理解の実態等に応じたグループ編成も学習環境の配慮の一つとして実践を

行ってきた。学年に限られない「縦割りグループ」や「実態に応じた班編成」など名称は様々であり、全校で「課題

別グループ編成」として用語を整理し、課題別を編成する際の目安としての基準を整理することとした（図４６，４

７）。詳細は「３．研究開発の内容」で報告する。 

 
図４６ グループ編成の基準を整理する狙い 

 

図４７ 課題別学習グループを検討する際の流れ 
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３．研究開発の内容 

 

（１）研究仮説 

現行学習指導要領（特別支援学校・小学校）では、各教科の目標や内容が系統的に示されたとともに、生活科

は「小学部と小学校１・２年」、理科・社会科は「中学部と小学校３・４年」「高等部と小学校 5･6 年」に関連性が

図られている。これは「多様な学びの場」における「学びの連続性」を推進する一つではないかと考え、カリキュラ

ム開発を進める際の重点として意識している。その一方で、特別支援学校学習指導要領には「自立と社会参加」

をキーワードに、知的障害のある児童生徒の特性等を踏まえた目標・内容・内容の取扱いも示されており、教育課

程全てを小学校と同一にするのではなく、多様な学びの場ごとに特別支援教育の充実を図ること、いわゆるインク

ルーシブ教育システムの推進が重要であることが示唆される。 

教育課程の運用について、これまでの本校の実践から学習指導要領に示された内容を在籍期間内で網羅す

ることは可能であることを確認している。しかしながら、教科の視点に立った授業計画を立案することの難しさ、年

間授業時数が限られていることによる学びの深まりにくさ等の困難や不安を感じることも多い。このことについて

は自校だけの課題ではなく、窪田・藤井（２０２０）が明らかにしたように全国の知的障害特別支援学校の教員が

同じ悩みを有している（表３３）。 

表３３ 知的障害の教科の指導における困難や不安 

No. カテゴリー サブカテゴリー 

① 自分自身の指導に対する不安や自信の低さ ・卒業後の生活に結び付いた指導になるか不安 

② 学校や教師の力量・裁量に任され、指標がない ・各学校で指導の進め方が異なり、系統性がない 

③ 個々の実態に合った指導を行うことの難しさ ・実態差が大きく、個々の目標設定等が難しい 

④ 適切な実態把握及び指導の難しさ ・実態把握、目標設定に繋がる指標が必要 

⑤ 評価の難しさ ・（実態差があり）観点別評価が難しい 

⑥ 児童生徒の学習上の特性に関すること ・学習内容の定着が難しい 

⑦ 自分自身の専門性に関すること ・自身に教科の専門性が確保されているか不安 

⑧ 教師間の連携に関する課題 ・教師間で指導に関する共通理解を図ることの難しさ 

⑨ 学習グループの編成の困難さ ・実態差が大きく、グループ編制が難しい 

⑩ 教育課程に関する課題 ・教科の時間が少ない 

⑪ 校内環境に関する課題 ・予算、人手、実態差から十分な教材準備が難しい 

⑫ 保護者との連携 ・保護者と実態に合った指導のすり合わせが難しい 

※窪田・藤井（２０２０）をもとに作成 

そのようなことから、カリキュラムが児童生徒一人一人の実態にできる限り寄り添うものであること、そして自立

と社会参加に繋がる学習経験を積み重ねるものであることが重要であり、このような視点に立ったカリキュラムの

編成が資質・能力の一層の育成を図ることができると思われる。 

そこで本研究では、先行研究を踏まえ生活科・理科・社会科に焦点化し、知的障害のある児童生徒の資質・能

力を段階的に育成できるカリキュラムを例示することに取り組むこととした。なお研究推進に当たっては「カリキュ

ラム開発の考え方」（表３４）を整理し、４年間の研究開発を進めた。 
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表３４ 本研究におけるカリキュラム開発の考え方 

教科 考え方 

生活科 
授業時数は十分に確保できるため（図４８）、児童の実態に応じて段階的に資質・能力を育

むことができるカリキュラムを検討する。 

理科 
授業時間数は限られるため（図４８）、内容の精選や創造、そして軽重を検討するとともに、中

学部と高等部を連続的に捉えるようにする。中学部と高等部を連続的に捉えることで、授業時

間数の確保だけでなく、合計６年間を通して生徒の学びを段階的に深め広げることに繋がるカ

リキュラムを検討する。 
社会科 

①生活科に関する補足 

特別支援学校と小学校では取り扱う学年に違

いがあることから、本校小学部生活科の授業時

間数は小学校生活科の標準授業時間数の約２

倍となる。そこで本研究における生活科は、学習

集団の実態に応じた内容の配列に配慮しなが

ら、小学校生活科との連続性を踏まえた目標と

内容を検討した（図４９，５０）。 

特に現行学習指導要領では特別支援学校と

小学校間の目標の関連性が十分に図られたが、

内容については異なる点が多く、研究開発学校

として検討することに大きな意義があると考えた。 

 

図４９ 生活科の目標（特支－小） 

 

図５０ 生活科の内容（特支－小） 

 

②理科・社会科に関する補足 

本校の中学部と高等部の理科・社会科の年間授業時数は各３５時間で、各学部３年間で合計１０５時間であり、

小学校理科・社会科の総時数の約１/４程度である。なお学校種で扱う内容が異なるが、本研究の目的「インクル

ーシブ教育システムの推進に寄与するカリキュラムモデルの提案」から、内容の精選や創造に取り組むこととした。 

 

図４８ 授業時間数（小学校標準授業時間数と本校の各教

科） 

※本校中学部は合わせた指導（生活単元学習）を一部実施している

ため、理科・社会科の総時数は「５２時間」になるが、教科別として年

間３５時間を設定しており、研究対象は教科別の時数とした。 
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このような授業時数の課題からも、理科・社会科のカリキュラム開発においては「内容が過多な場合は、一定の

コンテンツを削減するか、あるいはスクラップ・アンド・ビルドしていくことが必要である（白木,２０２１）」などの示唆

をカリキュラム開発に反映していくことが重要であると考えた。また第１５回教育課程部会（文部科学省 a,2016）

の内容（表３５）からも、本研究のカリキュラム開発の考え方をもとに試行することは意義があると考えている。 

表３５ 文部科学省「第 15回教育課程部会における主な意見」（議事録をもとに作成） 

□資質・能力の育成に向けた教育内容の改善・充実 

各教科、各領域の充実は、当然のことながら学校のキャパにまた負荷を掛けることになってしまう。カリキュラムのオ

ーバーロード問題というのが日本ばかりじゃなくて、国際的な問題でもある。これからアクティブ・ラーニングや、プロジ

ェクト学習などかなり柔軟性を要する学習活動を学校の中に入れようとした場合、どうしても余裕がないとできない。

その意味での各教科領域の充実と同時に、選択化ということも議論していく必要があるのではないか。 

□資質・能力の育成に向けた教育内容の改善・充実 

コンテンツが増える傾向にあるので、何らかの形での再整理や、ある種のスクラップ・アンド・ビルド、効率化を図る

必要がある。資質・能力を十全に育成しつつ、内容をどう縮減、再整理、構造化していくかということが一つの課題。

各教科の御議論を見ていると、教科が持っている内容を資質・能力の観点から整理をし、どのようなアプローチによ

って豊かな資質・能力を育成することが可能になるのかがまとめられている。資質・能力の育成という方から各内容

に矢印を向けると、例えば複数の個別のコンテンツが似たような資質・能力を同程度に育てられる可能性というのが

考えられる。その場合に複数のコンテンツをやる必要があるのか。いずれかだけをやることで代えられないのか。一種

のレス・イズ・モア。現場がゆったりとした時間と精神的余裕を持って、すぐれた実践をむしろ展開できるようなレス・イ

ズ・モアが必要。ただし、そのときにコンテンツの内容で見て、その体系や構造が崩れてしまってはならない。つまり、減

らすという時の減らし方の原理が大事。資質・能力の育成の面から考えると、各教科の中で内容を再整理、構造化す

るような作業が必要。それは一つの資質・能力の側から概念的知識の形成、見方・考え方の育成ということに必要十

分であると同時に、各コンテンツから見ても十分なものがどの程度に収まるのかということ。 

※下線は筆者が強調のため追記 

（２）教育課程の特例 

そこで本研究では研究開発学校指定校に認められている教育課程の特例について、表３６の通り設定した。 

表３６ 本研究における教育課程の特例 

学部 特例の内容 

小学部 
特別支援学校生活科の目標及び内容について、小学校生活科の目標及び内容の全部ま

たは一部を取り扱うこと。 

中学部 特別支援学校理科・社会科の目標及び内容について、小学校理科・小学校社会科の目標

及び内容の全部または一部を取り扱うこと及び授業時数の調整。 高等部 

 

（３）知的障害特別支援学校における教育課程及び本研究のカリキュラム開発 

目標や内容の整理・検討に当たって、初めに特別支援学校における教育課程の取扱いについて文部科学省

（２０１５）等を参考に各教科の構成について整理した（表３７）。本研究は知的障害者である児童・生徒を対象と

した学校におけるカリキュラム開発を行っており、小学校等に準じた教育課程ではなく、表３７（２）に該当する。 

本研究は１～２年次目に社会科に焦点化しカリキュラム開発を進めた。2 年次までの実践を通して整理した手

続きを生活科と理科にも応用することで、研究全体の一貫性を確保できるようにしている。報告書は時系列では
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なく、「Ⅰ.生活科」「Ⅱ.理科」「Ⅲ.社会科」「Ⅳ.段階の考え方」の教科等の順に報告する。 

表３７ 特別支援学校の教育課程について（文部科学省教育課程部会資料を参考に作成） 

（１）視覚障害者、聴覚障害者、肢体不自由者又は病弱者である児童に対する教育を行う特別支援学校  

〈各教科の構成等〉 各教科の構成及び目標・内容等は、小・中・高等学校に準じている。 

（２）知的障害者である児童生徒に対する教育を行う特別支援学校 

〈各教科の構成等〉 知的障害者である児童生徒に対する教育を行う特別支援学校の各教科は、知的障害

の特徴や学習上の特性等を踏まえ、児童生徒が自立し社会参加するために必要な知識や技能、態度などを身

に付けることを重視し、各教科及びその目標・内容等を示している。 

 各教科の構成 

小学部 
生活 

（１～６年） 
国語 算数 音楽 図画工作 体育 

小学校 国語 
社会 

（３～６年） 
算数 

理科 

（３～６年） 

生活 

(１・２年) 
音楽 図画工作 家庭 体育 

外国語 

（５・６年） 

中学部 国語 社会 数学 理科 音楽 美術 保健体育 職業・家庭 
外国語 

必要がある場合 

中学校 国語 社会 数学 理科 音楽 美術 保健体育 技術・家庭 外国語 

高等部 

※ 
国語 社会 数学 理科 音楽 美術 保健体育 職業 家庭 

外国語 

必要に応じて 

情報 

必要に応じて 

高等学校 

※ 
国語 地理歴史 公民 数学 理科 保健体育 芸術 外国語 家庭 情報 

※高等部及び高等学校については、共通教科、専門教科、学校設定教科のうち専門教科のみ記載している。 

※外国語については、現行学習指導要領をもとに追記している。 
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（４）本研究のカリキュラムモデル 

１. 生活科  ※付属資料２０ 学習指導要領（生活科）草案 

（生活科の歴史と本研究で取り組むこと） 

特別支援学校生活科は 1971 年学習指導要領（小学部）において、社会科、理科、家庭科を統合し児童の生

活と密接に関係する内容の中心教科・中心的内容として新設された。小学校生活科は1989年に小学校1・2年

生を対象として新設された教科である。それぞれの生活科は学習指導要領改訂を通して目標等の見直しが図ら

れており、現行学習指導要領で示された目標は、校種を超えてより一体的に示されたことが分かる（図５１,５２）。 

一方で内容は校種間の相違が見られており、今後の指導要領改訂を通して、生活科の目標・内容がより一体

的に示されることで、特別支援学校と小学校の生活科のカリキュラム（指導計画や学習方法等）の充実が図られ

るのではないかと考える。これは指導者にとっては指導事例が蓄積されることで、児童の実態に応じた指導計画

の立案に繋がる可能性が十分にあると考える。そして具体的な活動や体験の充実を通して、児童一人一人に応じ

た資質・能力の育成に繋がることが期待できる。 

そこで本研究では、小学校学習指導要領生活科を土台にしつつ特別支援学校生活科の歴史を踏まえた上で、

特別支援学校生活科の目標等を整理し小学部６年間のカリキュラムモデルの事例を示すこととした。 

図５１ 特別支援学校生活科の目標の変遷 
 

図５２ 小学校生活科の目標の変遷 

①目標 

現行学習指導要領で示され

ている各学校の生活科の目標を

比較し、関連性を明らかにした

上で、特別支援学校生活科の目

標を検討した（図５３）。 

 

 

 

 

 

 

  
図５３ （草案）特別支援学校生活科の目標 
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②内容 

a. 生活科カリキュラムの検討における考え方 

従前の内容を継続する視点もあれば、再構築する視点も考えられる。そこで、山元・笹原（2019）の「知的障害

教育における教科別の指導においては、普遍である部分と、新しく示された教科の見方・考え方、目標、指導内容、

学習評価を授業プロセスに盛り込み、児童生徒の『生活』『障害の状態や程度』『発達段階』『教科の系統性』

を踏まえた授業づくりが重要になる」という示唆を踏まえ、知的障害教育の普遍的側面（自立と社会参加、知的障

害のある児童生徒の教育的対応の基本等）を十分に抑えた小学校生活科との連続性について検討を行った。 

b. 内容の比較－関連性の検討－精選や創造 

 これまでの改訂を通して、特別支援学校生活科の内容も様々な変遷を辿っている（表３８）。 

表３８ 特別支援学校生活科の内容の変遷 

１９７０年 １９７９年 １９８９年 １９９８年 ２００３年 ２００８年 ２０１７年 

身辺処理 身辺処理 身辺処理 身辺処理 身辺処理 身辺処理 生活習慣 

健康・安全 健康・安全 健康・安全 健康・安全 健康・安全 健康・安全 安全 

友だち 友だち 友だち 友だち 友だち 友だち 日課・予定 

応対 応対 応対 応対 応対 応対 遊び 

役割 役割 役割 役割 役割 役割 関わり 

手伝い 手伝い 手伝い 手伝い 手伝い 手伝い 役割 

きまり きまり きまり きまり きまり きまり 手伝い・仕事 

金銭 金銭 金銭 金銭 金銭 見通し 金銭 

自然の仕組み 自然の変化 自然の変化 自然の変化 自然の変化 金銭 きまり 

社会の仕組み 社会の働き 社会の働き 社会の働き 社会の働き 自然の変化 公共施設 

公共施設 公共施設 公共施設 公共施設 公共施設 社会の働き 生命・自然 

     公共施設 ものの仕組み 

表３８から特別支援の理念である「自立と社会参加」の視点に立った検討が繰り返されていることが分かる。本

研究でもその視点から小学校との連続性について検討を行うようにした。そこで初めに各生活科の内容を比較検

討し目標に関連性があること、一方で内容は相違が見られることを確認した（図５４）。次に「小学校生活科の内

容構成の具体的な視点（１１視点）」が特別支援学校生活科にも十分関連性があることに着目し（図５５）、授業

研究会等での実践・協議・評価改善等を繰り返しながら本研究の生活科の内容を整理した（図５６～５９）。 

 

図５４ 生活科の内容（特支－小学校） 
 

図５５ 生活科における内容構成の具体的な視点 
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図５６ 生活科の内容と視点 図５７ 本研究の生活科の内容（中央） 

 

③内容の関連性や取扱い 

 

図５８ 本研究の生活科の内容と現行生活科の関連 図５９ 内容の取扱い 

④内容の構造図 

現行の小学校学習指導要領では内容の階層性について、【第１階層：児童にとって身近な環境（学校、家庭、

地域）】【第２階層：児童が興味関心をもち体験しやすい活動（公共、自然、伝え合い）】【第３階層：自分自身の

成長】で説明され、それぞれのまとまりに上下関係があるわけではなく、内容の大きなまとまり同士が分断されて

いるものでもないとされている（図 60）。これを踏まえ、本研究における生活科の内容構造についても検討した

（図 61）。検討するにあたり、特別支援学校中学部において生活科とつながる各教科との連続性に着目し、主に

つながる教科として理科、社会科、職業・家庭科を挙げた（図 62〜64）。 

連続性を確認したところ、「社会及び自然と関わる活動に関する内容」と「自分自身の生活や成長に関する内

容」には直接的なつながりはあるものの、「身近な人々と関わる活動に関する内容」には直接的なつながりはない

ことが分かり、特別支援学校での学びを考える上で、「身近な人々と関わる活動に関する内容」である「Ⅰ見通し」

「Ⅱ遊びの広がり」「Ⅲ生活や出来事の伝え合い」については、中学部につながる内容の根底に位置することが

明らかとなった。また、特別支援教育において大切な学習内容の一つである基本的な生活習慣や生活技能が全

ての内容の中心に位置し、全ての内容を貫くように位置づくことで、自分の成長の実感に繋がるよう内容を構成し

た。 
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図 60 小学校生活科における内容の階層性 

 

 

図 61 本校小学部生活科で検討した内容の構造図 

 
図 62 理科との連続性 

 

 
図 63 社会科との連続性 

 
図 64 職業・家庭科との連続性 
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⑤内容の配列（単元配列） 

 小学部で検討した生活科の単元配列について図 65～67に示す。 

 

図 65 ある年度における単元配列 
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図 66 ある学習集団の社会科に繋がる単元配列 

 

図 67 ある学習集団の理科に繋がる単元配列 
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Ⅱ. 理科  ※付属資料２１ 学習指導要領（理科）草案 

 

①目標 

特別支援学校理科は小学部には設けられておらず、中学部と高等部に設定されている。現行学習指導要領に

は中学部と高等部に分けた形で理科の目標が示されているが、特別支援学校全体の目標は示されていない。そ

こで、中学部・高等部を連続的に捉え学校全体でカリキュラムを計画・運用・改善できるよう、まずは全体目標を

検討し、それを受けて各学部目標を確認、場合によっては文言を調整するように取り組んだ。このように手続きを整

理することで、限られた授業時数でも生徒一人ひとりの資質・能力の育成を段階的に深め、広げることができるカ

リキュラムモデルを開発した。 

具体的な手続きとして、初めに現行学習指導要領（特別支援学校と小学校）の理科の目標を比較し（図 68）、

関連性を明らかにした上で、特別支援学校・理科の全体目標を検討した（図 69）。検討の際には、生徒が自然の

事物・現象について理解を深め、問題解決の力を養うためには、「教育的対応の基本」等の知的障害教育の視点

を踏まえることが重要であると考え、目標に反映するようにした。 

 

図 68 理科の目標（特支中‐小学校‐特支高） 

 

図 69 （草案）特別支援学校理科の目標 

次に、草案としてまとめた特別支援学校理科の全体目標から中学部と高等部の各学部段階の目標を検討した

（図 70,71）。学習指導要領で示されている目標や内容について、特別支援学校中学部は小学校３・４年、特別

支援学校高等部は小学校 5・6年にそれぞれ関連性が図られていることから、小学校各学年の目標、特別支援教

育の理念（自立と社会参加）、現行の特別支援学校学習指導要領を踏まえながら、中学部と高等部の連続性の

確保に繋がるよう、また段階的な目標になるよう検討を行った。 

 
図 70 （草案）特別支援学校理科の中学部の目標 

 

図 71 （草案）特別支援学校理科の高等部の目標 
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②内容 

a. 現行学習指導要領（特別支援学校と小学校）の比較 

特別支援学校学習指導要領では区分の整理が図られ、前回改定から大きく変更されている。一方で現行学習

指導要領（特別支援学校と小学校）を比較すると、特別支援学校は３区分に対して、小学校は２区分と区分数や

内容など、構成には違いが見られている。（表 3９）。 

特別支援学校理科の区分については、知的障害のある生徒の学びやすさに配慮したものであり、抽象的概念

の理解に難しさがあるなどの障害特性への対応が内容の構成に具体的に反映されている。研究開発を進めてい

く際にも、小学校理科との同一性を追求するのではなく、連続性を考慮しつつも知的障害のある生徒の学びを中

心にしたカリキュラムを創造することが本研究の根幹である。 

表 3９ 特別支援学校と小学校の理科の区分 

学習指導要領 区分 

２００９（平成２１）年 告示 

特別支援学校理科 
4区分 人体   生物 事物や機械 自然 

２０１７（平成２９）年 改訂 

特別支援学校理科 
３区分 A生命  B地球・自然 C物質・エネルギー 

２０１７（平成２９）年 改訂 

小学校理科 
２区分 A物質・エネルギー B生命・地球 

参
考 

4領域 

（理科の見方） 

エネルギー 

（量的・関係的） 

粒子 

（質的・実体的） 

生命 

（多様性と共通性） 

地球 

（時間的・空間的） 

b. 現行学習指導要領における特別支援学校理科の構造 

現行学習指導要領（理科）の特別支援学校と小学校の内容について図 72 の通りまとめた。また特別支援学

校理科については、中学部 2 段階、高等部 2 段階というように段階別に分けて示すことで、障害の程度に応じて

学習内容を選択できるように配慮されている（図 73）。 

c. 理科の内容を検討する際の考え方 

年間授業時数（３５時間）を踏まえた時、全ての内容を網羅するよりも、どのような内容をどのような方法で学ぶ

ことが良いかといった精選や創造の視点が重要になると考えた。そこで内容を検討する際の考え方を整理し、学

校全体で共有しながら検討を進めるようにした（表４０）。 

 

図 72 現行学習指導要領理科の内容（特支－小） 

 

図 73 特別支援学校理科の段階 
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表４０ 本研究における理科の内容検討の考え方 

□知的障害があることを理由に、小学校理科２区分４領域のうち草案で取り上げない領域は作らない。 

 →知的障害特別支援学校でも、単元開発や授業づくりの工夫をすることで生徒が主体的に４領域を学ぶ

ことができるということを示すことが重要であると考えている。 

□現行の指導要領で示されている内容を網羅することはしない。 

→４領域（エネルギー、粒子、生命、地球）を全て取り上げるが、学部在籍期間・３年間の指導計画における

領域の軽重は工夫が必要であると考えている。これは、知的障害のある生徒が理科の見方・考え方を働

かせ、自然の事物・現象に主体的に関わることで、より資質・能力の育成を図ることができると考えている

ためである。 

d. 内容の精選や創造 

検討した理科の内容を図 74 に示す。内容の精選や配列の検討を進める上では、「生徒にとって自然の事物・

事象が、具体的で身近なものから学習を積み重ねること」が重要であると考えている。例えば区分について、小学

校学習指導要領では①「物質・エネルギー」、②「生命・地球」の順で構成されている。特別支援学校学習指導要

領では① 「生命」、②「地球・自然」、③「物質・エネルギー」の順で構成されている。本研究は「各学部２区分」で

検討を進めることにしたが、その順序は、①「生命・地球」、②「物質・エネルギー」とした。 

これは、生徒にとって身近で具体的な事物・現象から学習を積み重ねることが重要であると考えているためで、

「知的障害のある児童生徒の教育的対応の基本」を踏まえた結果でもある。例えば「（２）望ましい社会参加を目

指し、日常生活や社会生活に生きて働く知識及び技能、習慣や学びに向かう力が身に付くよう指導する。」や「（５）

自発的な活動を大切にし、主体的な活動を促すようにしながら、課題を解決しようとする思考力、判断力、表現力

等を育むよう指導する。」などを実際のカリキュラム上で実現したものであると考えている。 

 

図 74 本研究で整理した理科の内容 
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③内容の取扱い 

図 74でまとめた各内容の目標と取扱い（草案より一部抜粋）を表４１に示す。 

表４１ 本研究の内容ごとの目標と取扱い（一部） 

中学部・理科 高等部・理科 

 
 

 
 

 

 

 

※学習指導要領草案にはすべての内容の目標及び取扱いを整理している。 

※草案は付属資料として提出する 
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④内容の配列（単元配列） 

本研究における理科と社会科の授業時間数は各３５時間で、1単元 8～9時間を想定した時、年間最大４単元

（授業日数から 1 学期 1単元、2 学期 2単元、3学期 1単元を想定）で構成することを基準として考えている。

年間４単元とした時、学部在籍３年間で合計１２単元を扱うことができる計算になるが、本研究では内容を全て網

羅することよりも、教育的対応の基本など現行と特別支援学校学習指導要領で示されている内容、そして特別支

援教育の理念である「自立と社会参加」を踏まえることが重要であると考えている。また各学部の行事や学習集

団編成の工夫、高等部では現場実習などカリキュラム全体との関連も含めて、内容の精選や創造、単元の実施時

期（目安）を検討した（図７５）。 

 

 

 

図７５ 本研究で検討した理科の内容の配列（中学部と高等部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 1 学期 ２学期 ３学期 

１

年

次 

植物のつくり 天気の変化 

植物の発芽・成長・結実／植物の養分と水の通り道 天気の変化 

２

年

次 

動物の誕生 土地のつくり 電気のしくみ 

動物の誕生 
流れる水の働きと土地の変化 

／土地のつくりと変化 

電流の働き（中） 

／電気の利用 

３

年

次 

人の体のつくり 燃焼のしくみ 
物の溶け方と 

水溶液の性質 
てこの規則性 

人の体のつくりと運動（中）

／人の体のつくりと働き 
燃焼のしくみ 

物の溶け方 

／水溶液の性質 
てこの規則性 
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Ⅲ. 社会科  ※付属資料２２ 学習指導要領（社会科）草案 

①目標 

理科同様に、特別支援学校中学部と小学

校３・４年生、高等部と小学校５・６年生の関

連性に着目し、中学部と高等部を一体的に

捉えた特別支援学校社会科の全体目標の

検討を行った（図７６）。 

多くの特別支援学校では小学部、中学

部、高等部が校舎全体を共有し、学校行事

等は全学部合同で取り組む機会がある。育

成を目指す資質・能力が学部を超えて一体

的に示されていることで、より特別支援学校

内の連続性のある学びを提案できるのではな

いかと考え、理科同様に特別支援学校社会科

の全体目標を検討した。なおその際は「特別

支援教育の理念と基本的な考え方」（文部科

学省,２００７）を柱とし、知的障害のある生徒

が社会科を学ぶ意義を目標からも、より明確

に示すことができるようにしたいと考えている。 

次に、小学校は全体目標を受けて、学年ご

とに目標が設定されている（図７７、以降“学

年別目標”）。一方で特別支援学校は各学部

の全体目標を受けて、段階ごとに目標が設定

されている（図７８、以降“段階別目標”）。 

②内容 

a. 現行学習指導要領（特別支援学校と小学

校）の比較 

現行の特別支援学校学習指導要領では、

内容は中学部・高等部で各６項目、計１２項目

が示されている。目標に加えて内容も小学校

との関連が見られ、地理・歴史・公民の 3分野

から構成されている。一方で、特別支援学校

独自の内容として「社会生活ときまり」があ

る。これは特別支援教育の理念である「自立

と社会参加」を具体化したものであり、本研究

の研究開発においても引き継ぐ視点であると

考えている。 

 

図７６ （草案）特別支援学校社会科の目標 

 
図７７ 小学校社会科の学年目標 

 

図７８ 特別支援学校社会科の学部別・段階別目標 
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c. 社会科の内容を検討する際の考え方 

本校では理科・社会科についてはこれまで「合わせた指導」の中で扱い、2022 年度から教科別の指導として

位置付け、年間３５時間（週１時間程度）を計上している。例えば、中学部３年間で６内容を履修することは教育課

程上可能である。一方で、特別支援学校学習指導要領「知的障害のある児童生徒の学習上の特性」で示されて

いる障害特性（図１７）に具体的に対応した、一人一人の資質・能力を育むカリキュラムモデルを検討する余地も

十分にあり、研究開発として取り組む意義があると考えた。 

d. 内容の精選や創造 

検討した社会科の内容を図 79 に示す。内容の検討に当たっては、現行の６項目から４項目に削減しているが、

３分野（地理的分野・歴史的分野・公民的分野）全てを取り上げることを前提に、特別支援学校として生徒の社会

生活に繋がるような学びができるカリキュラムモデルの創造を行った。 

 
図 79 本研究で整理した社会科の内容 
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③内容の取扱い 

図９２でまとめた各内容の目標と取扱い（草案より一部抜粋）を表４２に示す。 

表４２ 本研究の内容ごとの目標と取扱い（一部） 

中学部・社会科 高等部・社会科 

  

 

 

  

※学習指導要領草案にはすべての内容の目標及び取扱いを整理している。 

④内容の配列（単元配列） 

検討した内容の配列について、図１７～１９及びそれらからキーワードとして整理した表６を根拠に、特に配列を

考える際は「反復的」をキーワードに検討を進めた。知的障害教育では、生徒の生活・学習経験をもとに、学習計

画を立案することで、児童生徒の主体的な学習活動に繋げることを大切にしている。また一過性の学びよりも、繰

り返し（＝反復的）のある学びを通して、より資質・能力を育成することができると考える。そこで、まずは１年間のサ

イクル（１年間で地・歴・公を取り扱う配列）を学部３年間で反復的に学ぶ機会を作ることを通して、生徒が「知っ
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ている」「分かった」を実感し、学んだことを次に活かし深めることができるカリキュラムモデルを検討した。さらに、

高等部卒業後の就労や社会生活を踏まえた時に、高等部段階で大切にしたい内容を単元配列に反映することで、

中学部・高等部の連続性、自立と社会参加に繋がるカリキュラムモデルの創造を行った（図８０）。 

 

 

図８０ 本研究で検討した社会科の内容の配列（中学部と高等部） 
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Ⅳ. 段階の考え方 

①特別支援学校学習指導要領の変遷 

本研究では、これまでの知的障害教育の変遷を踏まえたカリキュラム開発を行ってきた。そこで佐藤・辰巳

（2022）を参考に、表４３の通り特別支援学校学習指導要領の変遷をまとめた。表の通り、様々な視点から改訂

が成されてきており、現行学習指導要領における大きな改訂の一つは「段階」の取扱いである。 

表４３ 学習指導要領における知的障害教育の変遷（佐藤・辰巳,2022をもとに作成） 

告示年 内容 

１９６３（昭和３８）年 □教科と領域の内容を統合できる特例 

１９７１（昭和４６）年 

□「各教科」「道徳」「特別活動」の三領域の追加 

□「養護・訓練」の追加（四領域で目標と内容を設定） 

□小学部「社会科」「理科」「家庭科」の三教科の廃止し、「生活科」を新設 

１９７９（昭和５４）年 □養護学校義務制の実施 

１９８９（平成元）年 □各教科の内容を段階ごとに設定 

１９９９（平成１１）年 
□「養護・訓練」を「自立活動」に名称変更 

□重度重複者の「個別の指導計画」作成の義務化 

２００７（平成１９）年 
□特殊教育から特別支援教育への転換 

□特別支援学校のセンター的機能の充実 □小中学校における特別支援教育の拡充 

２００９（平成２１）年 
□「生きる力」を育成することを明記 

□全ての幼児児童生徒に「個別の教育支援計画」「個別の指導計画」の作成義務化 

２０１８（平成３０）年 
□各教科の目標を段階ごとに設定 □各教科の内容を三つの柱に基づき配列 

□中学部に段階を新設 

特別支援学校学習指導要領では知的障害の実態差に対応するため、教科ごとに目標や内容を段階別（小学

部３段階、中学部２段階、高等部２段階）に示されている（表４４）。なお、各教科の段階は同じく学習指導要領に

示されている「段階の考え方」（図８１，８２）が各教科共通の指針となっている。 

表４４ 知的障害特別支援学校の各教科が段階別に示されている理由（川間,２０１８をもとに作成） 

知的障害児においては知的機能の障害が同一学年でも個人差が大きく、学力や習得状況が異なるため、段階を

設けて示すことにより、個々の児童生徒の実態等に即して、各教科の内容を精選して、効果的な指導ができるように

している。そして各段階における育成を目指す資質・能力を明確にすることから、段階ごとの目標を設定し、小学部は

３段階、中学部では２段階（、高等部では２段階※）により目標及び内容を示している。※（ ）内は資料作成者が追記 

 
図８１ 段階の考え方（小学部・中学部） 

 

図８２ 段階の考え方（高等部） 
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②特別支援学校学習指導要領の「段階」に関する本研究の仮設 

学習指導要領の変遷、そして段階に関する考え方を踏まえた上で本研究では段階別目標設定について、表４５

の仮説をもとに検討した。インクルーシブ教育システムの推進の一つとして「多様な学びの場における特別支援教

育の充実」が挙げられ、具体的には通常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援学校のそれぞれの学

びの場に応じた特別支援教育の取り組みが期待されている。そのうち通常の学級では、全体目標をもとに児童生

徒の教育的ニーズに応じて個別の指導目標を設定し、必要な手立てを講じ、学習を評価することが求められてい

る（国立教育政策研究所,２０２０）。本研究においてもこの考え方をもとに検討を進めた。 

表４５ 段階別目標設定に関する本研究の仮説 

児童生徒の評価については現行の特別支援学校学習指導要領で示されている段階別目標設定ではなく、

「『指導と評価の一体化』のための学習評価に関する参考資料」（国立教育政策研究所,2020)を参考に、全

体目標（単元・授業）を受けて個別の指導目標を設定するプロセスにすることも可能であると考えた。 

個別の指導目標を設定する際には、特別支援学校学習指導要領で示されている「段階の考え方」をもとに

することで、指導者間で児童・生徒の実態・目標・目標達成のための手立てを共通理解し、指導の一貫性を確

保できるのではないかと考えた。 

③現行学習指導要領における「段階」の課題 

段階別目標による実践は「個々の実態に即した指導」の具体的な方法であるが、一方で「各段階の発達年齢

の幅が広く、子どもの学年が上がっても、取り扱う段階の目標と内容が変わらないこと」（飛坂ら,2022）等の課

題も考えられる。また、窪田・藤井（２０２０）の質問調査から、教科指導における学級担任の困難さや不安感につ

いて明らかにしており、その中には段階に関する課題も複数挙げられている（表 33）。 

（再掲）表 33 知的障害の教科の指導における困難や不安 （窪田・藤井,２０２０をもとに作成、背景色は資料作成者） 

No. カテゴリー サブカテゴリー 

① 自分自身の指導に対する不安や自信の低さ ・卒業後の生活に結び付いた指導になるか不安 

② 学校や教師の力量・裁量に任され、指標がない ・各学校で指導の進め方が異なり、系統性がない 

③ 個々の実態に合った指導を行うことの難しさ ・実態差が大きく、個々の目標設定等が難しい 

④ 適切な実態把握及び指導の難しさ ・実態把握、目標設定に繋がる指標が必要 

⑤ 評価の難しさ ・（実態差があり）観点別評価が難しい 

⑥ 児童生徒の学習上の特性に関すること ・学習内容の定着が難しい 

⑦ 自分自身の専門性に関すること ・自身に教科の専門性が確保されているか不安 

⑧ 教師間の連携に関する課題 ・教師間で指導に関する共通理解を図ることの難しさ 

⑨ 学習グループの編成の困難さ ・実態差が大きく、グループ編制が難しい 

⑩ 教育課程に関する課題 ・教科の時間が少ない 

⑪ 校内環境に関する課題 ・予算、人手、実態差から十分な教材準備が難しい 

⑫ 保護者との連携 ・保護者と実態に合った指導のすり合わせが難しい 

④本研究における段階の検討プロセス 

本研究における段階は指導に関わる教員同士の共通の指標となること（表 33 では③④⑤⑧に該当）を想定

し、現行学習指導要領で示されている「段階の考え方」（図８１，８２）をもとに全校で協議を重ねた（図８3，８4）。 

まず各教科の段階の共通の指針である「段階の考え方」をベースに検討を行い、本研究では小学部３段階、中

学部２段階、高等部２段階と分けるのではなく、合計７段階として整理した。これは実態差や児童生徒一人一人の
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多様な教育的ニーズに応じた柔軟な対応ができるようにするためで、個別の指導目標を検討する際の手立て、課

題別学習グループを編成する際の基準としてまとめることができた（図８５）。 

 

図８３ 本研究における段階表のたたき台 ver.1 

 

 
図８４ 本研究における段階表のたたき台 ver.2 

 

図８５ 本研究における段階表 
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４．研究開発の結果及びその分析 

（１）評価方法 

本研究におけるカリキュラム評価は、田中・根津（２００９）を参考に評価シートを作成し、３年次目から評価に取

り組んだ。評価手続きは「授業評価」、「単元評価」、「カリキュラム評価」の３種で、図１７～１９の見方や考え方を

評価シートに反映することで、本研究が目指す知的障害教育の継承と発展に具体的に取り組むようにした。 

①授業評価 

表 4６ 本研究における授業評価の概要 

対象 教員 児童生徒 保護者 

実施 

時期 

校内授業研究会 

（代表授業について記入） 

単元のうちいずれかの時間 

（指導者任意） 

単元終了後 

（学部任意） 

内容 

（右列）①～⑤に下記項目を追加 

⑥教育的対応 

⑦学習環境 

⑧学習の計画 

⑨環境的条件 

⑩個別の目標設定 

①学習活動の取り組みさ、安心感  

②学習理解 

③学習を通した達成感・充実感  

④学び合い、協働的な学び 

⑤次時への意欲、期待 

補足 
代表授業について記入し、午後

の協議会で意見交換に繋げた。 

実態に応じてイラストを併用したり選択式にしたりするなど、児童

生徒に応じて形式を変更できるようにしている。 

 

授業評価（教員） 

 
授業評価（児童生徒） 

 

 
授業評価（保護者） 
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②単元評価 

単元終了後、個人での振り返りを目的に授業者

（MT・ST）が評価を行う（図８６）。学部内で振り返り、

改善事項等について合意形成を図りながら必要な箇

所を見直し、パッケージとして次年度以降の単元計画

の一次案として残していくことにしている。 

 

 

 

③カリキュラム評価 

「日本語版カリキュラム評価のためのチェックリスト」

（田中・根津,２００９）を参考に、本校研究用にチェック

リストを作成した（図８７）。 

評価項目に対する各学部の単元や一授業時間にお

ける実践について、他学部の職員も十分に理解した上

で相互評価し合うことができるよう、授業研究会の協議

会（事後検討会）の流れを整理した（表４７）。 

 

図８７ カリキュラム評価シート 

 

図８６ 単元評価シート 
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表４７ 授業研究会におけるカリキュラム評価までの流れ 

順 内容 

１ 
代表授業を行った学部から全校に向けて、カリキュラム評価の１０項目（No.1～１０）について１項目につ

き１スライドを目安に具体的な実践を説明する。 

２ 代表授業の授業者から、簡潔に授業者自評を行う。 

３ 意見交換等の協議の場をもつ。 

４ 外部講師から指導助言をいただく。 

５ 協議会終了後、職員はカリキュラム評価シートを記入する。 

 

そして特に本報告書では授業評価（教員）とカリキュラム評価のデータ収集及び分析等を実施した（表４８）。 

表４８ 本報告書のデータ収集及び分析対象とする評価項目 

①授業評価（教員） ③カリキュラム評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①授業評価（教員） ③カリキュラム評価 
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（２）結果及び分析 

評価手続きを整理・運用した時期（2024年度１学期から 2025年度２学期まで）の結果についてまとめる。評

価対象（代表授業）は教科、学習集団、単元・題材など全てが異なるので、結果から実践の優劣を比較検討する

ことはせず、あくまでも「本研究のカリキュラム開発の考え方」（表 23）に基づき評価に取り組むようにした。 

①授業評価 

先行研究及び特別支援学校学習指導要領「教育的対応の基本」等を参考に、10 項目を設定した（表 26）。

回答も先行研究を基づき 4件法による点数評価とし、代表授業参観後に参観した教員が評価するようにした。 

「表 26」より授業評価の観点を抜粋 

No. 観点 質問内容 ※回答は４件法（とても思う－思う－あまり思わない－思わない） 

１ 取り組みやすさ・安心感 児童・生徒は学習内容を理解し、進んで取り組む姿が見られていたと思う。 

２ 学習理解 授業者の説明・教示は、児童・生徒にとって分かりやすかったと思う。 

３ 達成感・充実感 児童生徒が「わかった」「できた」等を実感できる活動に配慮されていたと思う。 

４ 学び合い 児童生徒は友だちの考えを聞いたり協力したりしようとする姿が見られていたと思う。 

５ 次時への意欲、期待 児童生徒が次時へ期待をもち、意欲的に取り組もうとする活動に配慮されていたと思う。  

６ 教育的対応  学習題材は実態及び生活年齢に適したものであると思う。 

７  学習環境 授業は、教材教具に工夫されていたと思う。  

８ 学習の計画 学習計画（時数設定や授業の構成など）は、授業を実施する観点から妥当であると思う。 

９ 環境的条件 指導者間で指導支援の連携や一貫性が図られていたと思う。 

10 個別の目標設定  本時の目標は、児童生徒の実態から妥当であったと思う。 

全校分をまとめた結果のうち、年度間を比較したものが図８８である。Q9 以外の全ての項目で点数が上昇して

いることからも、全校が一体的となって授業のカリキュラム開発を進めることができたと考えている。特に「Q8.学

習計画」は最も高い上昇（0.3 点）が見られており、限られた時数の中でも体験的な学びを取り入れながら、学習

内容の拡充を図る授業づくりが展開されていた。 

 

図８８ 全校・授業評価の平均点 
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a.小学部 

 

項目ごとの評価と平均点（図８９）からはいずれも高い数値が示されており、特に「Q1.取り組みやすさ」の平均

点が最も高く示された。また「Q4.学び合い」について改善の幅が高く、授業研究会を積み重ねる中で改善が繰り

返されたことが示された。「Q4.学び合い」などのように、当初に他項目と比べて点数が低く示されたものについて

は、学年・発達段階における学び合いの姿について事前に説明することで、児童の実態に応じた学び合いの視点

（【他者に注目する・模倣しようとする】から【具体物の受け渡しをする・言葉でやりとりをする】などの段階性）の

共有化に繋がり、そのことが評価結果にも反映されたものと考えている。 

 

２４０６２１ 生活科（1・2年） 

 

２４１１１５ 生活科（5・6年） 

 

２５０２０７ 生活科（3・4年） 

 

２５０６２０ 生活科（3・4年） 

 

２５１０３１ 生活科（3・4年） 

 

図８９ 小学部・授業評価の全体結果（平均点） 

 

2024 年度と 2025 年度の比較からも、全ての項目で点数が上昇しており、特に「Q4.学び合い」「Q8.学習

計画」は 0.7点上昇するなど、高い改善が見られた（図９０）。 

2024 年６月２１日生活科（１・２年）がカリキュラム評価として取り組み始めた最初の授業で、評価シートに関

する全校への説明も十分実施できなかったが、評価手続き自体も教員一人一人が繰り返し取り組む中で理解を

深めることが最適要であると考え運用を図ってきた。そしてそのような反復的な取り組みを経て「教師集団が主体

となり、授業を通したカリキュラムの評価・改善」を進めることができたと考えている。 

 

図９０ 小学部・授業評価の平均点 
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b.中学部 

 

中学部では理科・社会科ともに生徒の知的障害の程度等の教育的ニーズに応じた「課題別グループ」（３グル

ープ編成）を学習集団編成の基本に据え、単元計画は共通にしながらも、グループの実態に応じて学習活動を調

整することで、生徒一人一人の実態に寄り添ったカリキュラムを展開した。 

図９１の平均点について、「Q1.取り組みやすさ」「Q7.学習環境」「Q9.環境的条件」の３項目が最も高い数値

となった。結果から、学部全体として生徒の学びやすさに繋がる工夫が一貫して図られていることが示唆される。 

 
２４０６２８ 理科 ③ 

 

２４１０２５ 理科 ③ 

 

２４１１２２ 社会科 ① 

 

２５０２０７ 理科 ③ 

 

２５０６３０ 理科 ③ 

 

２５１０２４ 理科 ③ 

 

２５１１０６ 社会科 ② 

 

図９１ 中学部・授業評価の全体結果 ※①や③は課題別グループ名 

全体として 2024 年度から高い数値を維持するとともに、「Q1.取り組みやすさ」「Q4.学び合い」「Q5.意欲」

「Q8.学習計画」「Q9.環境的条件「Q10.個別目標」については年度を経てさらに数値が上昇しており、学部とし

て内容を深めながら継続的に授業研究に取り組んだことが分かる（図９２）。 

 

図９２ 中学部・授業評価（理科及び社会科）の平均点 

研究計画により社会科（授業研究会）は各年１回のみの実施としたが、図９３の通り、Q7 以外の数値が上昇し

ている。多様な学習グループにおいても生徒一人一人の実態に応じた学習活動を展開していることが示された。 

 

図９３ 中学部・授業評価（社会科）の平均点 
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c.高等部 

 

本研究においては、中学部での学習経験をもとに高等部段階でさらに深めたり広げたりすることを構想してい

る。ただし、研究開発期間においては生徒の学習の履歴を踏まえた際、学習内容の調整が必要であり、内容の取

扱いを工夫しながらカリキュラム開発を進めた。 

図９４の平均点について、「Q7.学習環境」「Q9.環境的条件」が最も高い数値となった。中学部同様に生活年

齢と教育的ニーズを踏まえた学習題材の選定と教員間の連携による授業展開が積み重ねられている。 

 
２４０７１２ 理科 ③ 

 

２４１０２５ 理科 ③ 

 

２４１１２２ 社会科 2年 

 

２5０2０７ 理科 ③ 

 

２５０７１１ 理科 ③ 

 

２５１０２４ 理科 ③ 

 

２５１１０６ 社会科 3年 

 

図９４ 高等部・授業評価の全体結果 ※①や③は課題別グループ名、「2年」や「3年」は学年 

「Q4.学び合い」は小学部同様に段階ごとの生徒の姿を整理し、ねらいや教材の工夫などを明示することで、

評価も変容できると考えている。また「課題別グループ」と「学年別グループ」の２つの編成も高等部の工夫であ

り、「Q4」同様に「Q10」についても個別目標を意図的に共有することで改善を図れると考えている（図９５）。 

 

図９５ 高等部・授業評価（理科及び社会科）の平均点 

高等部は社会科を学年別グループで実施しており、実態差のある学習集団における指導の在り方も追及して

きた。図９６の通り、実践を繰り返す中で授業の改善が図られていることが分かる。 

 
図９６ 高等部・授業評価（社会科）の平均点 
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②カリキュラム評価 

 

授業評価同様に、先行研究及び特別支援学校学習指導要領を基に評価シートを作成し、質問 No.1～１０まで

は各項目 10 点、No.11 は No.１～１０の合計点（上限 100 点）、No.11 以降は質問に対する自由記述欄を設

定した。 

「表 27」よりカリキュラム評価の観点を抜粋 

No. 観点 質問内容 ※回答は各項目を１０点満点とし、個人ごとに点数化して回答する 

１ カリキュラムの共有 主に授業研究会を通して、検討されたカリキュラムについてどれくらい知ることができたと思いますか？  

２ カリキュラムの背景 
学部の教育課程や学習集団の実態などを踏まえて、カリキュラムが計画・実践されたことについて、どれく

らい分かったと思いますか？  

３ カリキュラムの拡がり 
（主体的な学びを大切にすることは前提で、）社会に開かれたカリキュラムという視点では、どれくらい計

画・展開されていたと思いますか？  

４ 展開するための資源 カリキュラムを実施する上で、必要な資源（ひと・もの・こと）について、どれくらい分かりましたか？  

５ カリキュラムの構想 カリキュラムが何を目指しているのか、その構想やねらいについて、どれくらい分かりましたか？  

６ 実現するための工夫 カリキュラムの構想を実現するために様々な工夫がなされていることについて、どれくらい分かりましたか？  

７ カリキュラムの結果 
カリキュラムの実践を通して考えられた学習の成果や課題（学びの様子や改善点など）について、どれくら

い分かりましたか？  

８ カリキュラム開発のコスト カリキュラム開発に要したコスト（お金、時間、人手、場所、手間など）について、どれくらい分かりましたか？  

９ 他の実践からの学び 
カリキュラム開発に当たって、他校種も含めて、どれくらい他の実践を参考にしながら検討し、計画・展開さ

れていたと思いますか？  

１０ 一般化可能性 
開発しているカリキュラムが改訂後の指導要領に反映された場合、他の学校でこのカリキュラムを実施で

きると思いますか？  

１１ 意義 
以上 10項目から、このカリキュラムは 100点満点で難点ですか？ 

（Q1～Q10の１０項目に対して回答した点数を合算、上限１００点） 

 

授業評価と同様に、授業研究会を具体的な機会にカリキュラム評価を繰り返す中で、学校全体でカリキュラム

の視点を持ち、知的障害教育における生活科・理科・社会科のカリキュラムモデルについて具体的に検討を重ね

てきた（図９７）。このような評価・改善の繰り返しを通して作成した研究成果物が「学習指導要領草案（生活科・

理科・社会科）」であり、研究目標に対して全校で取り組むことができたのではないかと考えている。 

 

図９７ カリキュラム評価の全体結果（平均点） 
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カリキュラム評価の全体結果（図９８）から、全項目で数値の上昇が見られた。その具体的な内容については、

「Q4.展開するための資源」「Q8.カリキュラム開発のコスト」が０．２点、「Q1.カリキュラムの共有」「Q2.カリキュ

ラムの背景」が０．３点、「Q5.カリキュラムの構想」「Q6.カリキュラムの工夫」が 0.5 点、「Q3.カリキュラムの拡が

り」「Q7.カリキュラムの結果」が０．７点、そして最も上昇した項目が「Q9.他の実践からの学び」で０．８点だった。 

全国の知的障害特別支援学校へのアンケート調査からも、知的障害教育における生活科・理科・社会科の学

習について、具体的な指導事例が少なく、学習集団の実態を踏まえながら手探りでカリキュラム開発に取り組む

学校が大半である。そのようなことから、Q９の質問内容（“他校種”も含めた実践を参考にしたか）の通り、本研

究では文部科学省検定済教科書（☆本）に加えて各出版社の小学校教科用図書も手立てにしながら研究を進

めてきた。さらには、本研究運営指導委員の先生方の専門的な立場からの指導助言をいただくことで、知的障害

教育における教科教育の在り方についてエビデンスも踏まえながら、より実践的に深めることができた。 

 

図９８ カリキュラム評価の全体結果（平均点） 

本研究は研究開発学校指定研究として、次期学習指導要領改訂に資する研究成果の提出が求められている。

その課題に直接的に関連する質問項目の一つが「Q１０．一般化可能性」、そして特に「Q11.意義（質問内容：以

上 10 項目から、このカリキュラムは 100 点満点で何点ですか？）」で、その結果を図９９にまとめる。2024 年度

１学期が全体平均７４点に対して、2025年度２学期は８５点と１１点上昇した。 

この結果は、検討を進めている生活科・理科・社会科のカリキュラムモデルが本校独自の実践で終結するので

はなく、知的障害教育に取り組む学校・学級の参考事例として寄与する内容の構築に向けて、学校全体でより深

く協議することに繋がったことを示す数値ではないかと思われた。 

 

図９９ カリキュラム評価「Q11.意義」の全体結果（平均点）の推移 
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a.小学部 

 カリキュラム評価に関する結果について複数に分けて記述する。 

図１００は全教員の平均点で、研究経過とともに各項目で数値が上昇している。そのうち図１０１は、小学部教員

の評価のみ抜き出したもので、いわゆる「自己評価」に位置付けたものである。そして逆に図１０２は小学部以外

の教員の評価のみ抜き出した「他者評価」に位置付けたものである。2025 年１０月３１日の最終評価に至るまで、

小学部内でカリキュラム開発に関する様々な課題解決を図りながら、生活科のカリキュラムモデルをまとめた背景

が読み取ることができる。 

 

２４０６２１ 生活科（1・2年） 

 

２４１１１５ 生活科（5・6年） 

 

２５０２０７ 生活科（3・4年） 

 

２５０６２０ 生活科（3・4年） 

 

２５１０３１ 生活科（3・4年） 

 

図１００ 小学部・カリキュラム評価の全体結果（平均点） 

 

 

図１０１ 小学部・カリキュラム評価の結果①（小学部教員） 

 

 

図１０２  小学部・カリキュラム評価の結果②（他学部教員） 
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b.中学部 

小学部同様に、図１０３は全教員の平均点、図１０４は中学部教員の評価（自己評価）、図１０５は他学部教員の

評価（他者評価）である。授業評価同様に、評価１回目（2024 年６月２８日）から高い数値が示されており、柔軟

な教育課程編成、学習集団編成の工夫、教科の知見を取り入れた単元開発など、様々な視点からカリキュラム開

発を行い、生徒の主体的で対話的で深い学びに繋がる実践に繋げていたことが分かる。一方で図１０４の通り、

例えば「Q３.カリキュラムの拡がり（社会に開かれた教育課程）」について、１回目「６．８点」から最終７回目には

「９．６点」と２．８点上昇しているように、絶えず評価・改善を図りながらカリキュラム開発を進めたことが分かる。 

 
２４０６２８ 理科 ③ 

 

２４１０２５ 理科 ③ 

 

２４１１２２ 社会科 ① 

 

２５０２０７ 理科 ③ 

 

２５０６３０ 理科 ③ 

 

２５１０２４ 理科 ③ 

 

２５１１０６ 社会科 ② 

 

図１０３ 中学部・カリキュラム評価の全体結果 

 

 

図１０４ 中学部・カリキュラム評価の結果①（中学部教員） 

 

 

図１０５ 中学部・カリキュラム評価の結果②（他学部教員） 
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c.高等部 

小学部・中学部と同様に、図１０６は全教員の平均点、図１０７は自己評価、図１０８は他者評価である。 

高等部では第１学年から２～３週間の現場実習が始まり、全学年・年間で２期間の実習が計画されている。そこ

で、中学部との連続性に加えて、卒業後の自立と社会参加の視点をより具体的に反映したカリキュラムモデルの

検討を重ねた。例えば図１０７からは、理科・社会科のカリキュラムの両方で実践を繰り返しながら内容を十分に

検討したことが分かる。また社会科については、図１０７「Q1.カリキュラムの共有」について 2024 年１１月２２日

の「６．７点」から 2025年１１月６日「９．３点」へと「２．６点」も上昇していることが分かる。 

 

２４０７１２ 理科 ③ 

 

２４１０２５ 理科 ③ 

 

２４１１２２ 社会科 2年 

 

２5０2０７ 理科 ③ 

 

２５０７１１ 理科 ③ 

 

２５１０２４ 理科 ③ 

 

２５１１０６ 社会科 3年 

 

図１０６ 高等部・カリキュラム評価の全体結果 

 

 
図１０７ 高等部・カリキュラム評価の結果①（高等部教員） 

 

 

図１０８ 中学部・カリキュラム評価の結果②（他学部教員） 
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d.カリキュラム評価の比較 

本研究のカリキュラム開発の主体は教師集団である（表 23）。ここでの「教師集団」は特に当該学部の教員で

あり、一人一人が自学部のカリキュラム開発に主体的に参画することで、より実情に応じたカリキュラムが形作ら

れると考えている。 

そして図１０９，１１０，１１１はカリキュラム評価「Q11.意義（以上 10項目から、このカリキュラムは 100点満点で何点で

すか？）」の平均点について、自学部と他学部で比較したものである。継続的に当該学部教員の評価が上昇を示し

たケース（図９５，９６）実践の繰り返しを経て最後に評価が上昇したケースもある（図９４）。このように学部状況に

応じながらも、当該学部教員一人一人が主体的にカリキュラム開発に参画することが重要であり、2024 年度１

学期と 2025年度２学期の平均点を比較すると、小学部は２４点、中学部は１６点、高等部は２８点と数値が大きく

上昇した。 

 

 

図１０９ 小学部・カリキュラム評価「Q１１．一般化可能性」の平均点の比較 

 

 

図１１０ 中学部・カリキュラム評価「Q１１．一般化可能性」の平均点の比較 

 

 

図１１１ 高等部・カリキュラム評価「Q１１．一般化可能性」の平均点の比較 
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③全体 

a.授業評価とカリキュラム評価 

 表４９は、2024年度 1学期から 2025年度 2学期までの授業評価とカリキュラム評価について、学期ごとの平

均点等をまとめたものである。授業評価とカリキュラム評価の相関係数についてはｒ＝0.88 と強い正の相関が見ら

れている。なお授業評価は４点満点、カリキュラム評価は１０点満点のため、カリキュラム評価（10 点満点）に 0.4

を掛けて、4点満点スコアに変換して比較している。 

表４９ 授業評価とカリキュラム評価の乖離分析 

実施時期 授業評価平均（A） カリキュラム評価平均（B） 乖離(A－B） 

2024年度 1学期 3.48 2.92 ＋0.56 

2024年度 2学期 3.46 3.19 ＋0.27 

2024年度 3学期 3.70 3.35 ＋0.35 

2025年度 1学期 3.66 3.45 ＋0.21 

2025年度 2学期 3.70 3.47 ＋0.23 

 表４９の結果から、全ての時期で授業評価がカリキュラム評価を上回っているが、2025 年度になると０．２前後

で安定している。このことからも、授業研究会を通した教員相互の反復的な評価を通して、カリキュラムの設計と実

際の授業の整合性が高まり、計画・実践・評価・改善のサイクルを通して効果的にカリキュラム開発を進めることが

できたと考えられる。 

 

b.児童・生徒への効果 

カリキュラムの成果を明らかにするため、中学部の事例生徒 A（１名）を対象に分析を行った。方法として、理科

の授業を開始した時期（2024年６月）と約１年半後（2025年１２月）に同一内容の質問項目（自由記述６問、

描画 2問）によるアンケートを実施し、その結果を比較・分析した（表 50）。実施時間は 10分である。 

表 50 質問項目に対する回答結果 

質問項目 2024.6.4 2025.12.18 

回答数（回答数/問題数） ４/６（自由記述）２/2（描画） ６/6（自由記述）2/2（描画） 

総文字 40 229（5.72倍） 

語彙数 10 25（2.5倍） 

文章（複数の語彙） 1 ９ (９倍) 

・文字数・語彙数による量的な変化 

2024年度では自由記述の 6問中４問の設問で「記述なし」であったが、2025年度のアンケートではすべて

の設問において記述が見られ、文字数は 5.7倍、語彙数は 2.5倍と増加し、複数の言葉をつないで回答をして

いる様子が見られた。 

・描画に見られる表現の変化（表５1） 

チョウおよびトンボの描画を比較すると 2024年度の描画では、いずれも生き物としての全体的な形は捉えられ

ているものの、体の部位や構造の区別は十分とは言えない。一方、2025年度では、チョウにおいては左右 2対の

羽や羽の模様、足が描かれ、トンボにおいては頭部・胴体・腹部の区別や、足、羽の位置関係が表現されていた。こ

れらの変容から、生徒が生き物を単なる形としてではなく、部位の「共通点や差異」（見方・考え方）をより詳しく表

現できるようになったと考えた。 
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表 51 事例生徒 Aの描画の変容 

(チョウ) 2024     →         2025 (トンボ) 2024   →    2025 

 →   →  

・問題解決を含んだ文章への質的変化 

2024年時点では知識が断片的な語の羅列にとどまっていたが、2025年時点では自然事象の語が結びつ

いた文章数が 9倍と増加した。さらに「卵はすごく小さくて、見えにくくて顕微鏡で見た」「チョウの食べ物は、花の

真ん中の黄色い部分を吸う感じだった」等、問題解決の過程の経験や事象を関係付けるような記述が出現した。 

・結果 

以上より、検討した理科のカリキュラムは知的障害のある生徒に対しても、理科の見方・考え方を働かせたり、そ

の思考・判断・表現の広がりを促したりする上で、一定の成果を示した事例であると考えられる。 

 

c.保護者への効果 

単元実施後、単元を学習したことを踏まえ、保護者自身の意識がどのように変化したのか、Google フォームを

使用して、保護者を対象とした質問調査を行った。また、通年を通して、単元を学習したことによる保護者の気づき

や保護者自身の変容と考えられる連絡帳の記述について記録した。以下の表５2 は、それぞれの学部で得られた

単元を実施したことによる保護者からのエピソードを抜粋したものである。  

表５2 単元を通して保護者から寄せられたエピソード 

・大人と一緒にいることを好んでいた子が先輩、後輩とも上手く関われていたことに驚きました。 

（単元：大きくなるっていうことは【小：生活科】）  

・お家で妹とモンシロチョウの成虫と幼虫の食べ物の違いについて議論をする姿が見られた。同じ勉強の話題

で知的障害の生徒と小学校の妹が盛り上がる姿を見て、学校での理科の学習の効果を感じ、子どもに対する

意識が変化しました 

（単元：身近な昆虫について知ろう【中：理科】）  

・学習した内容に子が興味を持ち、異なる地域の地理や文化に興味を持ったことが嬉しいです。タイミングよく、

家庭でも言葉かけ、関わりができたことは、忘れられない経験になると思います。社会科の学習がきっかけで、日

本の広さや、色々な文化を知ることになり大変ありがたいです。 

（単元：身近な地域の移り変わり【中：社会】）  

・生活場面での学習、とても勉強になります。家の方でもリサイクルボックスを見つけると一緒に確認するように

し、ぬいぐるみや入れ歯まで回収することを新たに知りました。 

（単元：公害〜つくる責任、つかう責任〜【高：社会】）                                          

 （下線は執筆者が付けている。）  

以上のように、児童生徒の学習効果を実感する様子や、学習を踏まえて子どもへの関わり方が変化したという

記述が見られた。また、子どもの資質・能力の育成に伴い、保護者が新たな気づきを得ていることも読み取ること

ができる。これらの保護者の反応や変容は、本校のカリキュラム・マネジメントの効果が波及していると考えられ

る。  
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5.考察 

（１）カリキュラムのつながり 

カリキュラム開発に当たり児童・生

徒の学びをつなげるために、学部間

のつながりを重視した。 

その際の視点として、小学部では

中学部の理科・社会科を学ぶ基礎と

なる「学び方」の経験を大切にしてい

る。特に観察する（対象を自分の中で

捉える）ことを学びの起点に、学習活

動に取り組むようにした。 

中学部は、小学部の生活科等で育

まれた学習経験をもとに理科・社会

科の見方・考え方をはたらかせた問

題を解決する学習に初めて取り組む

結節点と捉え、高等部までを含めた

理科・社会科の学習の土台になるようなカリキュラム開発を推進した。 

高等部は、中学部より幅広い題材を通してより幅広い題材を通して、理科・社会科の見方・考え方を働かせて

問題を解決したり、学習を深めたりする活動に取り組みむようにした。また、高等部段階として卒業後の自立と社

会参加をより踏まえたカリキュラム開発を推進した。（図１１２）。 

 

①生活科 

生活科から理科につながる学びについて、ま

ずは対象物を見る・触る・体験を大切にし、それ

を基に試そうとする姿を保証するようにした。ま

た、疑問に思ったことを伝えたり振り返ったりす

る学びを通して、生活と密接に関連付けること

で、より具体的に問いについて考えたり試したり

することができるようにした。また社会科につな

がる学びとしては、興味関心をもって体験するこ

とで社会的な気付きに繋げること、そしてそこで

学んだ内容を自分たちでまとめて発表すること

を通して、身近な生活との関連性を持たせられ

るようにした。このような児童の学びの姿を目指

して教員は発問をし、エピソードを見取り、児童

の視点や考えの良さ、学習活動の楽しさを全体で共有することで、社会や自然を自分との関わりで捉える見方・

考え方が育まれることにより、中学部の学びへとつながる基礎を培うことができると考えている（図１１３）。 

 

図１１２ 各学部のつながりの視点 

 

図１１３ 生活科で見られた児童の姿 



74 

 

②理科 

中学部では理科の考え方にある「比

較」が苦手な生徒が、自ら比べたり細部

まで注目しながら観察したりする姿が見

られるようになった。繰り返し様々な事象

に対する観察に取り組む中で、細かな点

に着目する姿や自分なりの言葉で気づ

いたことを伝えようとする姿なども見られ

るようになるなど、学習の積み重ねを通

した変容が見られている。 

高等部では、様々な実験に取り組むこ

とを通して、「なぜだろう？」の問いに対

して粘り強く考える姿や「どうしてだろ

う？」と事象について疑問に思う姿が見

られ、理科を通して思考の深まりが見ら

れるようになった。 

合わせた指導ではなく、教科別の指導としての理科に取り組むことを通して、より教科固有の見方・考え方を働

かせ、生徒の実態に即した問題解決の学習に取り組む事が可能となると考えられた。そのような姿に繋がる指導

の工夫として、生徒や学習集団の実態に応じて実験などの具体的活動や理科の考え方の段階性に配慮すること

が重要になると考えられた（図１１４）。 

 

③社会科 

中学部では、例えば学習を通して公園

の「利用者」など人と社会の関わりにつ

いて興味をもつ姿や、これまで利用経験

のなかった公共施設について、学習で取

り扱ったことをきっかけに自ら足を運ぶな

ど、学習を通して社会的事象に興味関心

を持つとともに、生徒一人一人に応じて

生活につながったり広がったりする様子

が見られた。 

高等部では「技能」の活用に着目した

実践を展開する中で、資料を活用する姿

に変容が見られるようになった。例えば初

めは情報量を調整した資料を活用した

生徒も、徐々に活用の深まりが見られる

ようになり、目次をみて必要な情報にアク

セスしたり問いに対する根拠資料を読み取ろうとしたりするなど、主体的に資料を活用する姿が見られるようにな

 

図１１４ 理科で見られた生徒の姿 

 

図１１５ 社会科で見られた生徒の姿 
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ったことが挙げられる。このように情報を読み取る力の向上だけでなく、SDGｓに関連した学習を通して自分の行

動に責任をもとうとする姿、また生徒の発言等からその芽生えに繋がったのではないかと考えられた。 

教科別の指導として位置付けることで、授業を通して経験した見方・考え方について、生徒自ら生活の中で活

かそうとしたり学んだことを発展させて考えたりする姿が見られるようになった。そのような姿につながる指導の工

夫として、取り扱う社会的事象について生徒の生活との関連性を踏まえることや、調べ学習とまとめまでの一連に

関する計画的な学習の積み重ねが重要になると考えられた。（図１１５） 

 

６．おわりに 

本研究は知的障害特別支援学校における生活科・理科・社会科の教科別の指導について、今後のインクルー

シブ教育システムの推進の観点から、小学校との学びの連続性を図るカリキュラムモデルの創造に取り組んだ。

研究開発を通して知的障害のある児童生徒が各教科の見方・考え方を働かせながら、資質・能力を育成すること

ができるカリキュラムとなるためには、特別支援学校学習指導要領で示されている「知的障害のある児童生徒の

教育的対応の基本」等をカリキュラムに反映することが重要であると考えられた。また、教員一人一人がカリキュラ

ム開発に参画するプロセスを通して、学部の実情に応じたカリキュラムの編成に繋がると考える。 

 

（１）「カリキュラム」の視点と「社会参加」 

唐木清志先生（筑波大学）からは４年間にわたり、社会科に加えてカリキュラムの視点からも多岐にわたるご指

導をいただいた。社会参加については、社会科だけでなく、理科や生活科など特別支援教育の学習の全てに共通

するものであり、学習したことを生活に繋げることだけでなく、児童・生徒の生活から学習内容へと展開し、生活に

還元する視点をもつことで、より知的障害教育におけるカリキュラム開発を深めることができた。特に、各学部の学

校と家庭の往還的な学びの工夫は、知的障害教育で教科学習を実践する際の重要な視点であると考えている。 

 研究開発は学校全体でカリキュラムについて具体的に検討し合う機会となったが、カリキュラム開発における原

理原則の重要性など、多岐にわたるご助言が指針となり課題を一つ一つ明確になるよう近づけながら研究を推

進することができたのではないかと考えている。 

 

（２）知的障害教育における「教育課程研究」 

菊地一文先生（弘前大学）からも４年間にわたり、知的障害のある児童・生徒の学び、そしてカリキュラムについ

て様々な機会に貴重な指導助言をいただいた。研究発表会（2 年次目）の講演会でいただいた「研究開発学校

として期待されていること」なども全校で共有し、課題一つ一つについて具体的に考え実践を積み重ねてきた。 

本研究で作成した「カリキュラム評価」を通して成果と課題を可視化するなど様々な気づきを得ることができた。

評価手続きについても継続して検討する余地は十分あるが、評価パッケージの一事例としても他校の参考になる

ものではないかと考えている。カリキュラム評価についてもさらなる検討が必要であると考えるので、今後の研究

活動でも継続するとともに、より効果的な手立てとして活用できるような内容を検討していきたい。 

 

（３）知的障害教育の継承と発展 

米田宏樹先生（筑波大学）からは長年にわたり本校学校研究へのご指導をいただいている。研究前年（２０２１

年）度の研究協議会（現：研究発表会）では、講演の一部として図１１６のご指導をいただいた。これまでの知的障 
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害教育の知見を引き継ぎながら、研究開

発学校としてこれからの知的障害教育に

寄与できる内容にしたいと考え、本研究

の土台である「知的障害教育の継承と

発展」を掲げ、実践に臨んだ。その一つ

が図１７～１９であり、単元配列（年間指

導計画）から授業まで、一つ一つの根拠

としながら研究を推進することができた

のではないかと考える。 

 

 

 

（４）校内体制の変動を前提にシステムが機能するカリキュラムの構築を目指して 

全ての学校に共通して人事異動等で校内体制が変動しながら学校運営、そして学校研究に臨んでいる（図１１

７，１１８）。また知的障害特別支援学校は学習計画（どの時期に、何を学習するか）に関しても、児童・生徒の教育

的ニーズに柔軟に対応できるよう配慮されている。 

一方でカリキュラム開発を進める上では、大枠としての考え方（単元配列など）が整理されていることで児童・

生徒の学びの系統性が確保できること、前年度以前の単元計画を手立てすることで当該学習集団の実態に応じ

た学習内容の検討を進めやすいことに有効であると考え、「パッケージ化」もキーワードの一つにした。その上で、

教員一人一人の強みを発揮できるようなカリキュラムの構築を目指してきた。この視点は、研究期間だけでなく今

後の実践にも十分に応用できると思われるので、継続的に検討していきたいと考えている。 

  

図１１７ 校内職員の動向（継続勤務－新着任） 図１１８ 研究担当の動向（継続－新任） 

 

（５）チームとしてのカリキュラム開発 

本研究は2022年度から2025年度の

４年間にわたり実施した研究である。先述

の通り校内体制が変動しながらも、学校全

体で推進してきた。 

特に、研究担当者を中心に当該学部内で

様々な議論を繰り返しながらカリキュラムを

デザインし、代表授業者を中心にいくつも

の授業実践を重ねることで、研究成果とし
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図１１６ 米田先生・講演資料 

（２０２１年度・研究協議会・講演会資料より抜粋） 

 

図１１９ 研究発表会・参加者数の推移（３年次目まで） 
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てまとめることができた。カリキュラムの再現性等についての検証はさらなる継続的な研究が必要であるが、まず

は生活科・理科・社会科のカリキュラムモデルとしてまとめることができたことは、本研究の成果であると考えてい

る。なお本研究は図１１９の通り、毎年２月に研究発表会を開催し参加者との意見交換等も行ってきた。様々な立

場・背景から寄せていただく教育関係者の声は、研究を推進する上で貴重な気づきやアイデアへと繋がった。 

 

（６）今後の課題 

 本研究では研究期間及び検討課題から、小学部から高等部までの 12年間の学びについて抽出児童を挙げた

事例研究までを実施することはできなかった。生活科で学んだことが、理科や社会にどのように繋がったり発揮し

たりできるかなどについては今後の課題として残されている。児童・生徒の変容に関する学部内・学部間での検証

など、今後取り組むべき課題の一つである。 
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